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夏も涼しいと思われていたスイスでも、冷房装置を設置す
る家庭が増えている。アルプスの氷河もかなり溶けている
とのこと。地球温暖化が進んでいることが実感される。
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去る5月18日に行われたスイスの国民
投票で、「脱原発発案」に66.3％が反対、
「モラトリアム・プラス発案」に58.4％
が反対となり、両発案とも否決された
ことは、スイス国民が最も驚いたよう
だ。（当号「CNFCレポート」参照）その
結果、早速5月27日に、20年間検討され、
議会で承認されている原子力改正法が
公布された。
フィンランドでは、すでに2002年5月

に5基目の原発の建設が議会において承
認され、その後の手続きが順調に進め
ば、2010年頃には運転を開始するだろ
う。さらに今後、電力需要が増加すれば、
6番目の原発も考えるとのこと。
1980年の国民投票で原発は12基まで

でその後の新設は認めないとし、その
後の国会で、2010年までに運転中の原
発12基を全廃するとの目標を決めたス
ウェーデンでも、国民の原発に対する
意識が国民投票当時とはだいぶ変化し
てきている。2000年の世論調査では、地
球温暖化防止に原発が必要：83％、原
発の早期廃止反対：77％と、実際に脱
原発を試してみると現実的な代替案が
なかなか見つからない、原発は地球温
暖化防止には重要な電源、との認識が
高まってきているようだ。

スイスの今回の国民投票で、二つの
原発廃止に関連する国民発案の否決は、
その背景に経済の悪化、雇用に対する
過去の経験と心配、そして気候変動が
あるようだ。しかし、原発の安全性やコ

ストに対する不信や不安があったのな
らば、否決はされなかっただろう。電力
需要の増加に対して、原発の熱効率の
増加で凌いできたし、原子力発電大国
のフランスから電力を購入するなどの
対応策が国民に見えていた事も大きな
要因となったと考える。
太陽光発電は国土の狭いスイスには

不向きだし、ドイツなどで盛んな風力
発電も効率が15％程度であるため、原
発の5倍もの設備が必要になる。しかも
風力発電は、だいぶ改善されたとはい
え低周波音があり、風の通り道である
山の頂や谷間、即ちアルプスの風景の
中に建てなくてはならないし、そして
ディスコのミラーボールのように翼に
よってきらきら反射する太陽光を考え
てみれば、観光のために自然環境を大
切にしている国民感情から、どう考え
てもスイスの風景に似つかわしくない
と映ってしまうだろう。
言うまでもなく地球温暖化問題など

現実的な、具体的な方策を考えれば、ス
イス国民の選択は当然の帰結であるが、
風潮や、とかく感覚的に賛同しやすい
脱原発の主張に対して、「NO」と一人ひ
とりがケジメを付けたスイス国民に敬
意を表したい。

1979年の米国スリーマイルアイラン
ド原発の事故がきっかけで、スウェー
デンでの1980年の原発に対する国民投
票結果を取り入れての議会の原発12基
の全廃目標としたエネルギー政策では、

その代わりを省エネや非化石燃料発電
などの代替エネルギーで賄うとしたが、
その政策の成果は、1999年12月にバーセ
ベック1号機が運転を停止しただけであ
る。残りの11基で全電力の44％（2001年）
を賄っている。このことは、原子力発電
所に替わる、炭酸ガスをほとんど排出
しない大電源を実用化させるのは容易
なことではないことが、現実的に目に
見えてきたということだろう。バーセ
ベック1号機の廃止にしても、対岸の原
子力発電所を持たないデンマーク政府
がいろいろうるさく注文を付けてきた
からだという。ちなみにデンマークは、
90％以上の電力が火力発電である。
「スウェーデンは、国民投票という実
験をよく行う国である」とスウェーデ
ンの関係者は言う。第3回目の国民投票
は、左側通行であった交通を、他の欧州
諸国と同じように右側通行にするか否
かの投票であった。投票結果はそのま
まの「左側通行」との選択であったが、
政府はその結果を無視して右側通行に
変更してしまった。法的に拘束力のあ
るスイスの国民投票と異なり、ス
ウェーデンの国民投票は政策の諮問的
な位置づけとして、国民のご意見を伺
うようなものであり、その結果が全て
実行されるというものではないからだ。
今後、スウェーデン政府は、今までの

ようにズルズルと原発廃止を延ばし延
ばしにするのか、興味津々である。国民
の意見をもう一度伺ってみてはどうだ
ろうか。 （編集長）

欧州で脱原発見直しの風
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安全性に問題はないと私も思う

―― 今回の東京電力の不祥事に関し
まして、町長はいろいろご苦労されて
おられると思いますが、どのように感
じておられますか。また、どのような
対応策と言いますか、長期的に見てど
のような対応をされておられますか。
【岩本町長】私のところには、東京電力
の本社の幹部、あるいは第一原子力発
電所、第二原子力発電所の所長などが
出入りするのですが、その際に時折申
し上げるのは、故障とかトラブルは、
あれだけの施設ですから何かにつけて
全くないということは有り得ないとい
うことです。いろいろな故障があって
も、特に気をつけなければならないの
は、ある箇所の些細な故障が思わぬ事
故につながる場合で、ですからそのよ
うな肝心な箇所だけは常にきちっと押
さえてもらわないといけません。
かつて、私も「大変だ」と危機感を

持ったのは、第二原子力発電所の3号機

で、再循環ポンプの破損事故（1989年1
月）がありました。その兆候があった
時、「これはここで止めて修理しなくて
は」と、内部ではそういう声もあった
と聞いていますが、ところが「まだ大
丈夫ではないか」ということになり、
そのまま運転を続けてしまった。その
二日後にあのような事故が起こってし
まったわけです。結局、原子炉容器の
中までポンプの破片が入り、燃料体ま
でその破片で傷を付けてしまったとい
うところまで至ったのでしょう。あの
事故は、福島の原子力発電所では最悪
のものだったと思うのです。
今回のシュラウドのひび割れは、29

箇所、昨年の8月の29日に発覚というか、
私たちが知り得たのはその時期なので
すけれども、その時に国と東京電力は
異口同音に「安全性に影響するもので
はない」ということを言われました。
私もその通りだと思うのです。ただ私
は、配管にかなり注意深く関心を寄せ
てきたのですが、配管についても保安

院の検査で、さしたることもないと言
うことでした。
今回の不祥事の中でも、格納容器の

気密性の検査データ不正問題、この問
題が一番劣悪ではないでしょうか。し
かしこの問題もどうやら克服できそう
と思っているのですけれども。

常に前向きに考える

繰り返すようですが、一連の不正の
問題はありましたが、安全の面ではま
あ何とか確保されています。しかし長
い間培ってきた信頼関係、それは正に
安心につながる問題なのですけれども、
それが大きく損なわれたと思うのです。
私は長い間、東京電力との関係におい
て、発電所での「多少のトラブルはあ
りましても、極度に安全性に影響する
ものはなかった」と実は思っています。
今回の問題で、一時は確かに一部から
はいろいろな感情も出てきましたが、10
年とか20年とかのスパンで考えれば、お
互いに信頼関係で結ばれてきたものは
そう簡単に無くなるはずはないのです。
ですから私は前向きにとらえている

つもりなのです。いつまでもダラダラ
と問題点を突いていたのでは、自分自
身が後ろ向きになってしまうものです
から、極力前向きに考えているのです。

原子力発電所の立地する地域には、地域の自治ばかりでなく、わが国全体のエネルギー

を地域から心配されておられる方々が数多くおられます。東京電力の福島第一原子力発

電所が立地する双葉町に岩本町長を訪ね、お話を伺いました（6月20日）。 （編集部）

発電所は運命共同体

岩本　忠 夫 双葉町長インタビュー

福 島 県 

双葉町 
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それはそれとして、私は、原子力につ
いてもっと正常な姿を構築するために、
どのような面で協力が出来るかを、む
しろ本気になって考えていく必要があ
ると実は思っているのです。
現在の原子炉の構造の中で、最悪の

事故が放射能漏れの事故ですが、わが
国の原子力発電所はそれを完全に封じ
込める機能を十分に持っていると私は
思っています。アメリカのスリーマイ
ル島の原子力発電所の事故とか、ソ連
のチェルノブイル発電所の事故とか、
あのような事故につながっていくこと
は日本の原発ではまず無いと思ってい
るのです。今は声高らかにそのような
ことを言う時期ではないでしょうが、
そのように信じて対応していかないと、
これからの原子力行政に自ら携わって
いくことができ難くなります。常に疑
心暗鬼で原子力とお付き合いしていく
ような想いは、私としてはしたくない
という感じがするものですから、これ
までのことはそれはそれとして、国も
東京電力もいたく反省をして、力一杯
頑張っているわけだし、とにかく前向
きに取り組んでいることを評価してい
るのです。

わが国の原子力政策への協力は当然

―― 原子力は、何か起こると、マス

コミの記事の書き
方にも問題があり、
その部分だけをと
らえて、全体を斟
酌しない傾向があ
ります。原子力発
電も日本の全体の
エネルギー政策の
中の一つであり、
岩本町長はいろい
ろなところで何時

も「全体をとらえて原子力政策を考え
るべきだ」とご発言されておられます
が、地域から政府なり行政を見て、例
えばこの点をしっかり進めれば日本の
エネルギー政策なり、原子力政策が順
調に進むのではないかとのご意見、考
えがございますか。
【岩本町長】先日、全国の原子力発電所
が立地している市町村長で組織してい
る「全国原子力発電所所在市町村協議
会」（全原協）の総会があり、その総会
の前の役員会で私が話したことがあり
ます。新潟県柏崎市の西川市長の発想
で始まった使用済燃料に対する課税の
問題ですが、鹿児島川内市でも計画し
ており、鹿児島県でもそれを「いいで
しょう」というゴーサインを出したよ
うです。つまり町の財政をどうするか
は大事なことではありますが、同時に
それ以上に大事なのは、現在の日本の
核燃料サイクル、核燃料政策、原子力
政策を本当に実行させていくためには
どういうことが必要か、とりわけ再処
理、高レベル放射性廃棄物の最終処分
も思うようにいかなくなると、つまる
ところ、いずれは原発も止まってしま
うということにつながっていくわけで
す。ここのところをむしろしっかりと
私たちは国に対してもきちっと注文し
なければなりませんし、かなり厳しく

対応していく必要があるのではないか
と、その役員会の場で話をしたのです。
昨日も自民党の五役の方々に、その

ようなことが私は一番大事という気が
しているものですから、あえて再処理、
廃棄物の最終処分問題について発言し
ました。日本の原発ではそういう核燃
料サイクルの体制の準備が出来ていな
いのに、前々から判っているのに、東
海村のちっぽけな再処理施設一つで間
に合うはずもないのに進めてきたわけ
です。結局は海外の処理に頼ってきま
した。今になって六ヶ所村で集中的に、
精力的に進めていますが、本来の準備
不足で見切り発車的なようなものでし
た。そういうツケが今、回ってきてい
るのでしょう。例えば、当地の原発増
設の問題なども、佐藤知事は、最終処
分とか再処理問題の遅れなどから、「だ
から駄目だ」と原子力政策の見直しを
理由づけられているわけです。そこは
やはり払拭しなければならないと私は
思うのです。
遅きに失する面もありますが、一か

らそれを一つひとつ積み上げていくこ
と、それを日本の原子力政策の中にき
ちんと位置づけていくということが大
事なのではないでしょうか。そのため
に私たちが出来ることがあれば、どん
なことでも、原子力発電所の立地地域
として協力していきたいという思いを
強くしているのです。

首都圏、わが国のために電力を供給
したい

―― こういう原子力を取り巻く情勢
の中で、はっきりと、原子力に対して
エネルギー安定確保の観点から「重要
だ」ということを、自治体の代表の方
でおっしゃる方々がなかなかいらっし
ゃらないのですが、町長のご意見を伺
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って、エネルギーに携わっている私ど
もとしてはさすがというか、ホッとす
る想いがいたします。
来月には福島県で、知事の発案で県

民の意見を聞く会を持たれるようで、
岩本町長も出席されるというお話を聞
きました。現実の状況として、今年の
夏には首都圏の電力、東京電力(株)の電
力供給は、需要を下回るというかなり
厳しい状況になりつつあるようで、そ
のような電力需要についてはどのよう
にお考えでしょうか。立地市町村と福
島県との調整がいろいろあると思いま
すが。
【岩本町長】差し当たっては、福島原発
の中では第一発電所の6号機の問題です
ね。ご存じのように6月1日に国から経
済産業省・資源エネルギー庁・安全保
安院委員長の佐々木宣彦さんが来られ
まして、安全宣言をされたわけです。
それを受けて私どもは、「運転再開の容
認」という方向で意見がまとまってい
るわけです。6月9日には、私も意見を

述べさせていただきましたが、県議会
で、運転再開了解となったわけです。
民意を反映するといいますが、県民

の代表機関は県議会であり、市町村の
代表機関は市町村議会ということにな
るわけです。本県の知事は、それだけ
では納得できない感じで、県民各層の
意見を聞きたいとしています。県民か
ら直接意見を聞いた上で決断をしたい
として、7月3日に、「県民の意見を聞く
会」を開き、その会に私もそのうちの
一人として参加することになるのです
が、私としては、本当は遅くても6月の
25日か26日までには運転再開を文字通
り行いたいという気持ちが強かったの
です。しかし、この分だと、7月の3日
に意見を聞く会を開催しますので、運
転再開はそれ以降にずれ込んでしまう
わけです。なぜそういうふうになって
いくのかなと、残念なのです。しかし、
まあ知事がそういう日程を組んでおら
れるので、私たちはそれ以上のことを
申し上げることはできないのです。

私はもっと積極的にその首都
圏の電力不足・エネルギー不足
について、素直に見てとる必要
があると思います。例えば、東
京の30階建てのビルが、電力不
足で15階までしか灯りが点らな
い、残り15階は全部真っ暗だと
いうようなことを私たちはじっ
として見ておれる心境ではあり
ません。自分たちの兄弟や親戚
や知り合いが、双葉町や福島県
からも大分、東京に働きに行っ
ているわけですから、そういう
人たちだって「何とかしてくれ
ないのか」という思いは多分に
あるはずです。そういう期待に
応える必要があります。
これまで私たちは電力の供給

基地として、原発の所在町として、首
都圏に原子力エネルギー、電力を送る
ことを、むしろ誇りにしてきたのです。
この誇りは変わることが無いないわけ
です。これからも電力供給を今までと
同様に、何ら不自由させること無く送
り続け、首都圏、ひいてはわが国のお
役に立ちたいという気持ちを持ってい
るわけです。その点からも今回は非常
に残念なわけです。

原発は運命共同体

―― 当地の町民の皆さんも、東京電
力とは長い付き合いですから、原子力
発電についてはかなり理解があると思
いますが、今まで、東海村のJCO事故
などいろいろな事故があり、また今回
の東京電力の不祥事もあり、町民の皆
さん自身は原子力発電について考えが
変わるようなことはあったのでしょう
か。
【岩本町長】具体的には表面に出てきて
いません。なかには一、二、そのよう
なことを言われる方もおられるようで
す。でも私のところには電話一本も入
りません。町民の方々に直接的にお会
いしても、そういう話にはなりません。
町民の方々の理解の深さが出ていると
思います。
―― 東京電力とは長い間のつき合い

で、普段からいろいろなことがあって
も、培われた信頼関係があるので、と
町長も前述されましたが…。
【岩本町長】それが基礎になっています。
少し口幅ったい言い方をしますと、や
はりそういう長い付き合いをしてきた
ということで、原子力発電所それ自体
についても、その中で自分も生きてき
たと思っているのです。ですから単に
原子力発電所との共生をしてきた、共
生していくということだけではなくて、
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運命共同体という姿になっていると実
は思っています。ですから、いかなる
時にも原子力には期待もし、そこに
「大きな賭け」をしている、「間違って
はならない賭け」をこれからも続けて
いきたいと思っております。

原子力発電は私の誇り

―― 双葉町を代表する岩本町長がお
っしゃるように、「運命共同体」という

言葉の通り、地域社会と原子力発電所
が将来的にも信頼関係で結ばれていけ
ば、日本のエネルギー政策も盤石な政
策として国民全体に受け入れていただ
けるものと思います。
【岩本町長】私はどのようなことがあっ
ても原子力発電の推進だけは信じてい
きたい。それだけは崩してはいけない
と思っています。それを私自身の誇り
にしています。そこは東京電力も国も

分かってくれとよく申し上げているの
です。決して私どもの泣き言ではなく、
原子力にかける想い、それが私の70才
半ばになった人生の全てみたいな感じ
をしているものですから。
―― ありがとうございました。今の

ようなお考えを若い方々にもいろいろ
な場で刺激していただきたいと思いま
す。よろしくお願いします。

6月13日に東京・霞ヶ関において（社）
原子燃料政策研究会の第12回通常総会
が開催され、2002年度の業務報告、決
算報告案、2003年度の事業計画、予算
案が承認されました。また、理事の一
部変更についても承認されました。

●2003年度事業計画

昨年発覚した原子力発電所の自主点
検データ不正問題は、わが国の原子力
発電に対する国民の信頼をさらに失う
こととなってしまいました。しかし原
子力発電は、エネルギーの安定確保に
は必要不可欠のものであり、地球温暖
化防止のためにも有効な選択肢の一つ
です。また原子力エネルギーを将来に
わたって効率的に利用するためにはプ
ルトニウムの利用が不可欠です。
そのため当研究会としては、わが国
の原子力政策やプルトニウム平和利用
政策に関する理解促進を図るため、エ

ネルギー供給における原子力発電の役
割、使用済燃料の中間貯蔵施設や高レ
ベル放射性廃棄物処分場の立地問題、
MOX燃料の利用の問題など原子燃料サ
イクルに関する諸課題について検討を
行うことといたします。なおイラク、
イラン、北朝鮮の核兵器開発問題が、
国際的核不拡散体制に深刻な問題を投
げかけており、地球規模での包括的安
全保障のための総合的戦略を検討する
ことが必要となっています。そのため
核不拡散・核軍縮問題、核兵器解体プ
ルトニウムの処分の問題などについて
も検討を行うことといたします。
これら成果を機関誌「Plutonium」や
インターネット上のホームページなど
を通じて内外に情報を提供することと
いたします。

●理事の一部変更

理事の一部変更について、次の通り

承認されました。中谷元衆議院議員は、
防衛庁長官に就任され当研究会の理事
を退任されましたが、その任が解かれ
ましたので理事に再任されました。ま
た新たに木村太郎衆議院議員が理事に
選任されました。なお吉田之久先生は3
月24日ご逝去されましたので、理事を
退任いたしました。

エネルギーは人類にとって必要不可
欠なものです。このエネルギーを長期
的に安定的に利用するために原子力発
電を利用することは、現実的な手段で
す。この原子力エネルギーを将来にわ
たり人類のために平和目的に利用する
ためには、核兵器廃絶に向けて確固た
る姿勢をもって活動をしていくことが
責務であると考えております。今後と
も、当研究会の活動にご協力、ご支援
を賜りますようお願い申し上げます。

CNFC Information

エネルギー源として必要不可欠な原子力の平和利用
（社）原子燃料政策研究会・第12回通常総会
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欧州と米国のアプローチが違う

現在の国際社会動向を象徴する現象
は、先般のエビアン・サミットに表れ
ていたと思います。議長国フランスは
G8会合の前日、途上国を含む30カ国も
の主要国から国際社会の主要プレーヤ
ーを一堂に集めて－その中には中国、
インド、ブラジル、ナイジェリア、な
どの首脳が含まれていたのですが－
「多極化における国際社会での多国間協
調主義、多国間協力主義の重要性」を
自ら演じて示したということだと思い
ます。「世界にはこれだけプレーヤーが
いて、しかも、みんながそろって共通
の問題を議論し、協力をしてこそ、初
めて国際社会でいろいろな問題が解決
できる」ということを示すために、議
題はアフリカ支援、環境、水、SARS

とかエイズなどの衛生問題、つまり一
般にいわれるトランス・ナショナルな
問題を取り上げ、それをみんなで話し
合ったのです。あえて言えば、これに
より、アメリカの一極主義世界を否定
するという政治的示威をしたのだと思
います。サミット会合のときに各紙が

首脳陣の写真を載せましたが、30カ国
の首脳が集まるあの写真のなかでブッ
シュ大統領がどこにいるか、よくわか
らない。それがまさにフランスの狙い
であったわけです。
他方、アメリカの考え方、アプロー

チは全然違っていました。それはアメ
リカの一極主義の力を示すということ
ではなく、アメリカにとって、今日、
国際社会が抱えている重要な問題とは
今回のサミットの議題のような、環境、
水、アフリカ支援、SARSなどにどう
協力ができるか、みんなが一度に集ま
って決めるような事ではない。アメリ
カにとって重要なことは、イランへの
核不拡散の問題であり、北朝鮮の核開
発をどう止めるかであり、中東和平を
どう進めるかという、目の前にある重
要問題に対して現実主義的な問題解決
のアプローチとそのための政策協調こ
そ重要だ、ということにありました。
それをサミットで議論しないのであれ
ば意味がない。したがって、ブッシュ
大統領はサミット2日目の午後にさっさ
と抜け出して、エジプトを経由してヨ
ルダンに行き、アメリカ、イスラエル、

パレスチナ3カ国の首脳会議、中東和平
のロードマップを実現するという会議
に出ていったわけです。
今日、国際社会の実態、現実世界の

中には大きな二つの異なるアプローチ
があって、その一つはアメリカの一極
主義の中で、問題を現実的な政策協調
の中で解決しようとする問題解決型の
アプローチと、もう一つは、とにかく
みんなが集まって、多国間協調主義で
協議し、協力して進めていこうという
ヨーロッパ的考え方とは基本的に対立
するアプローチだと思うのです。した
がって、今回のサミットで、イラク問
題で深刻になった米欧関係のしこり、
特にアメリカとフランスのしこりは埋
まらなかったという評価ですが、もと
もと首脳が会ったらこのしこりが埋ま
るというものではなく、米欧間の基本
的なアプローチの差がイラクへの武力
行使という場面に出たと思います。こ
れは今日の国際社会の現実を非常によ
く表しているのではないかと興味深く
見ました。

当面はイラク復興と米国経済の立て
直し

以上がまず前提で、それではアメリ
カは何を考えているかということをお
話ししたいと思います。ご承知のとお
り、今年の10月の末、11月ぐらいから
大統領選挙の予備選挙に突入するブッ
シュ政権は、イラクの復興支援を軌道

6月13日に開催しました原子燃料政策研究会通常総会において、森本先生より特別講

演をしていただきました。わが国にとって、北朝鮮は大変な脅威となっています。わが

国の今後の安全保障や米国との関係をどの様に進めるべきか、大きな岐路に立っている

と思います。 （編集部）

北朝鮮情勢と日本の安全保障

森本 敏　　拓殖大学国際開発学部教授
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に乗せ、石油の価格を下げてアメリカ
の経済を立て直し、更に政治的緊張を
活用して、来年の大統領選挙を戦おう
としているわけです。既に、大統領選
挙に立候補の態度表明を行っている民
主党の9名の候補者は、いずれもブッシ
ュにとって強敵ではないという状況で
す。しかし、もし今の政権にとっても
っと難しい問題が起これば、その時に
は別の政治的な緊張関係を作って、来
年の大統領選挙を乗り切って行くでし
ょう。いずれにしても、ブッシュ政権
は次回の選挙を比較的、楽観的に考え
ていると思います。
当面、アメリカは、イラン核開発問

題を中心とする湾岸政策、特にイラン
ならびにイラクの復興、サウジアラビ
アへの圧力、すなわちサウジアラビア
の今後の政治体制へのアメリカの働き
かけ、中東和平を進めることによって、
ハマス、シリアとパレスチナゲリラに
間接的に圧力をかけるというアプロー
チをすすめていくと思います。中東湾
岸政策をもう少しの間、じっくり進め
ていくことは国際政治・外交上のイニ
シアティブですが同時に、中東和平問
題はユダヤ人、イスラム教徒を多数抱
えるアメリカの国内政治でもあり、こ
れをベースにしてアメリカの内政を動
かしていきたいとブッシュ政権は考え
ていると思います。

安保理常任理事国に入っても・・・

イラク戦争からもたらされた国際秩
序に与える問題も幾つかあると思いま
す。
第一は、国連のあり方です。国連が

今日、危機に瀕していることは誰しも
が認めるところです。ただ、この国連
をどうすればよいのかということにつ
いては大きく二つの意見があって、一

つは今回の日米首脳会談で見られるよ
うに、国連の再活性化、国連改革の促
進によって、亀裂の入った安保理の機
能を取り戻さんとする、真面目なやり
方です。
もう一つは、私はこの方に与するの

ですが、「もはや国連の安保理を立て直
しても意味がない。国連は、確かに経
済社会理事会が主管する個々の問題、
経済、開発、人口、科学技術、文化、
環境、人権、途上国問題などを進める
ことについて国連が果たす役割は大き
い。それは認めざるを得ない。しかし、
安保理が主管する紛争の解決と平和と
安定の維持という役割は、残念ながら
終わりつつある。もはや機能していな
い。安保理が国際社会の共同管理を行
うことによって第三次世界大戦を防ぐ
という、安保理の本来創設時の目的は、
もはや現実のものではない」というも
のです。
日本が、安保理常任理事国に入るこ

とは、そもそも幻想に近いと思います。
というのは日本が入るということは、
ドイツ、ブラジル、アルゼンチン、イ
ンド、ナイジェリア、各地域の大国が
みんな入ります。いままで5カ国であれ
だけ分裂するのですから、そんなに多
くの国が安保理常任理事国に入ってま
とまるはずがありません。ということ
は、安保理は残念ながら機能しない。
機能しないということは、個々の紛争
に国連が新たな役割を果たすことはほ
とんど不可能に近い。ですから、その
ような安保理に日本が入ることは国連
の解決にはならないというわけです。
そういう目標をわが国は持つべきでは
ないのです。
むしろ私たちが考えるべきことは、

ケース・バイ・ケースに事態を解決す
るために、価値観を共有する国々がみ

んなで連合体をつくり、連合軍を編成
して問題を解決していく。アドホック
な問題解決型の自主連合体、つまり同
盟国連合というのでしょうか、そのよ
うな連合体をつくって問題解決すると
いう方法しか今や無いと思います。国
連安保理に身を委ねて、国際社会の平
和と安定を維持することはもうできま
せん。
例えば、東アジアで何か問題が起き

たとしましょう。朝鮮半島、中国、台
湾、南シナ海、尖閣列島、何でもいい
のです。安保理で決議が通ると思うで
しょうか。これは100％無理です。安保
理決議が通るはずがありません。安保
理が通らないなら、私たちはどうすれ
ばよいのでしょうか。国際社会のいろ
いろな問題に日本が協力して初めて、
日本の周辺で起きた問題に多少なりと
も他の国々が協力してくれる、という
ことなのではないでしょうか。他に協
力しないで、自分のところに問題が起
きた時だけ助けてくれと言っても、誰
も見向きもしてくれないわけです。

なぜ国際社会の平和と安定に貢献し
ようとしているのか、政府が国民に
説明していない

日本がなぜ国際社会の平和と安定に
ここまで協力をしないといけないのか
ということについて、国民にうまく説
明できていないと思うのです。日本が
なぜ国際の平和と安定にここまで貢献
するのか。この論理は簡単です。日本
のエネルギーは96％以上を海外に依存
し、日本の食料も60％以上を海外に依
存しています。日本は単独では生きて
いけない。日本の周辺を含むアジア・
太平洋、あるいは国際社会で大きな紛
争や戦争が起きたら、エネルギーと食
料は断たれるのです。日本の生存にか
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かわる問題です。だから、日本ほど世
界の平和と安定を希望している国はな
いのです。だから、日本は国際社会の
安定と平和のために協力せざるを得な
いのです。簡単な論理ではありません
か。このようなことを政府が日本国民
にきちんと説明していません。なぜ日
本がイラクに出ていくのかということ
については、私ははっきり言って日米
同盟関係だけではないと思います。ご
承知のとおり、イラクの北部は現在、
米軍、中部はポーランド軍、南部はイ
ギリス軍が管轄しています。日本は、
ヨルダンやクウェートからバグダッド
に入っていく長距離の航空輸送を担当
することになると思います。これは必
ずしも米軍の所管する地域ではありま
せん。
どれぐらいの国が参加するかわかり

ませんが、既にコミットしているのは
20カ国以上で、結局、今秋までには40
カ国以上が参加することになると思い
ます。コミットしていてもまだ出て行
っていない国が多いものですから。い
ま出て行こうとしている国は、はっき
り分かっているだけで13カ国プラス13
ヶ国ぐらいですが、いまから入ろうと
する国は非常に多いのです。したがっ
て、多国籍軍型の活動に日本がそのワ
ン・オブ・ゼムになって、各国の後方
支援を担当するということなので、日
米同盟だけでは決してありません。し
かも、日本はイラクが復興支援をする
ことに対して、世界中が協力をすると
ころに入り込んで、みんなと一緒に協
力する、つまり、初めて多国籍軍型の
活動に日本が加わろうとしているわけ
です。
どうも今回のオペレーションについ

ては、何が日本の国益なのか、なぜイ
ラクに出ることが日本の利益になるの

かの説明がありません。将来のイラク
の新政権と日本がよい関係を維持して、
石油資源の潜在力を持っているイラク
の新しい政府、新しい政権、そしてイ
ラク人でイラクの政治を任される人々
とよい関係をつくろうと思っている日
本の狙いが、まさにイラクへの日本の
国益というものを追求するためであっ
て、米軍の活動に協力するという限定
的な考えでは決してないという事なの
です。
その様な事をきちっと説明するだけ

の調査団を政府は送り、全体の計画を
つくるべきです。いままで見ていると、
3党幹事長が数日出かけていって、さら
に政府の調査団が数日バグダッドを訪
問して帰ってきて、それで今回のイラ
ク新法の草案がつくられているという
ことですが、いくらイラク新法が枠組
み法であるからと言っても、作り方の
プロセスも手順もおかしいと思います。
40日の会期延長国会の審議を通じて、
この問題が正しく国民に理解されるこ
とを期待します。

イラク特措法は日米同盟を超えるもの

実は、日米同盟関係のコンテクスト
でいうと、このイラク特別措置法に基
づく支援・協力は、新しい安全保障協
力の分野に入ろうとしているのです。
日米同盟を基礎づける条約は言うまで
もなく安保条約です。安保条約の根っ
こにあるのが安保条約第5条、これは
「締約国は日本の施政の下にある領域に
おけるいずれか一方への武力攻撃に対
して、憲法上の規定および手続きに従
って共同して対処する」と書いてあり
ますが、これは日本が攻撃された場合、
つまり日本有事のケースです。日本有
事の場合の日米協力ですが、実態はア
メリカが日本を一方的に防衛するとい

う片務的な防衛義務を負っています。
安保条約6条は、この見返りとして、
「日本の安全および極東の平和と安全の
ために、合衆国軍隊が日本の施設、区
域を使用することができる」としてい
ます。即ち、極東の平和と安全のため
にも米軍が日本の施設、区域を利用で
きると書いてあります。この安保条約
の5条と6条は抱き合わせになっていま
す。つまり、5条に基づいて日本の防衛
をアメリカが賄ってくれる見返りに、
日本の施設、区域を極東の平和と安全
のために使えるという枠組みになって
います。
この極東というのはバシー海峡（台

湾の南、ルソン島北）までです。バシ
ー海峡から外は安保条約の適用外です。
したがって、東南アジア、南シナ海、
インド洋は安保条約の適用範囲ではあ
りません。ガイドラインの適用地域で
もありません。それが2001年のテロ特
措法で初めて、自衛隊がインド洋に出
ていきました。いまイラクに出て行こ
うとしています。これは安保条約に基
づく日米協力を越えた協力です。5月下
旬の米テキサス州クロフォードでの日
米首脳会談の後の声明文では「世界の
中の日米協力」と書いてあります。即
ち、「グローバルな日米協力を強化する」
と言うことで従来の日米同盟が極東に
限定されていたものを、更に広げて、
今回はインド洋・湾岸に出て行くとい
う意味です。つまり、従来の安保条約
の枠から外れた外での協力です。だか
らといって、アイルランド紛争まで行
くとか、あるいはコンゴ紛争まで出て
行くとか、そういうことではありませ
ん。あくまでここはアジア・太平洋と
いう範囲が頭の中にあるのです。
アジア・太平洋とは何処までかとい

うと、アフリカの東海岸までです。つ
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まり、中東湾岸までです。ということ
は、今回、イラク特別措置法を通すと
いうことは、これは日米同盟のコンテ
クストでいうと、全く新しい分野の中
に二つの意味で入り込むことです。一
つは日米同盟というコンテクストで安
保条約の枠から外れて外へ出ていくと
いうことであり、もう一つは、多国間
協力の多国籍軍型の活動に日本がメン
バーとして初めて正式に入るというこ
とです。
ですから、今回のイラク新法は二つ

の意味において非常に新しい試みをし
ようとしています。今までの法律の延
長上であるかのような形で説明して、
国会で何とか通してしまおうという、
政治問題化したくないという現在の政
権の消極的な態度がありありと見られ
るので、私はいかがなものかと思って
います。
イラク戦争がもたらしたもう一つの

問題はアメリカの同盟観、価値観が変
化して、従来のような自由とか、民主
主義とかいう価値観ではなく、テロと
大量破壊兵器に対応すると言った価値
観で、同盟関係を判断し始めているの
ではないかと思います。イラク戦争の
後に、東欧・西欧・湾岸諸国・中央ア
ジア諸国で、アメリカと共同歩調をと
る国家群が米国にとって新たな同盟国
であるというような関係が生じつつあ
ります。そうするとアメリカの価値観
を中心として国際秩序が構築されつつ
あるということになります。それは同
時に湾岸地域に大きな変動をもたらし、
アメリカがイラク、クウェート、カタ
ールなどを中心とする湾岸地域に影響
力を拡大し、イラン、サウジアラビア、
シリアなどがこれらに同調しない国家
群を構成するという構造的な変化が起
こるのです。こうした変化はアメリカ

の価値観中心の国際秩序を進めること
になるのではないかということです。

米国は北朝鮮に対して話し合いはす
るが取引はしない

さて、イラクをこれくらいにして北
朝鮮問題に触れたいと思います。
ご承知のとおり、4月から始まった

米・中・北の3カ国協議が、3カ国でも
う一度やるのか、日・韓を入れた5カ国
になるのかという枠組みが、まだ不確
定です。日・韓を共に入れるというこ
とですから、日本と韓国は切り離せま
せん。韓国だけとか日本だけというこ
とはありません。北朝鮮は韓国を入れ
ようとし、アメリカは日本を入れよう
としているので、どちらも1国だけでは
了解されませんので、入るならば2カ国
入ります。入らないなら3カ国のままで
す。ロシアが入りたいと言っています
が、アメリカは入れません。次の協議
が何時になるか分かりません。多分、7
月27日の北朝鮮の行事までの間に次回
の会合が開かれると思います。
中国で前回は開催されましたが、次

回は中国では開けません。したがって、
第三国で、北朝鮮と韓国の大使館がと
もにあるところで、しかもフライトが
便利なところです。アジアでいえばマ
レーシアかシンガポールです。マレー
シアとシンガポールには両方の大使館
がありますし、両方と国交があります
ので、したがってどちらかだと思いま
す。
次回の協議の焦点は、1回目の会合で

アメリカが北朝鮮に出したメッセージ
の回答が北朝鮮から伝えられるという
形で始まります。この場合、シナリオ
が二つあります。一つのシナリオは、
北朝鮮がかなり降りて、核開発計画の
凍結もしくは段階的廃棄という問題を

交渉のテーブルに乗せるというもので
す。9月9日は北朝鮮の55周年の建軍記
念日ですが、この行事までに金正日氏
が国民に贈りものをするための何らか
の材料を、この場合は食料あるいは燃
料かもしれませんが、そういうものを
手に入れるという、例のごとくの手段
を取ってくる可能性が、われわれにと
っての比較的ポジティブな反応です。
ネガティブな反応としては、一切の

交渉に応じないという可能性です。も
ともとアメリカは交渉する考え、取引
するという考えはありません。アメリ
カの考え方は、北朝鮮が1994年の枠組
み合意にも違反し、91年の非核化宣言
にも違反し、NPT、IAEAの合意にも違
反したので、すべての核開発計画を無
しにするならば、アメリカは「大胆な」
手段を取ると言っています。ただし、
それまでは交渉はしないという考えで
す。だから、「話し合いはするが取引は
しない。取引する材料はない。一方的
に核を検証可能な手段で全部捨てて戻
ってくるなら、そこから話し合っても
よい」これがアメリカの対応です。北
朝鮮が、ポジティブな反応の場合には
それに応じてくるし、ネガティブな場
合には一切の交渉に応じないというや
り方をする可能性があります。

米国は北朝鮮と戦争するつもりはない

さてそこで、まず段階を追ってアメ
リカから考えてみましょう。アメリカ
は何を考えているのでしょうか。アメ
リカは現在、あらゆるオプションを開
けていると言っていますが、このオプ
ションには軍事オプションが当然入っ
ています。軍事オプションについては、
アメリカはすぐやる考えはありません。
なぜかというと、四つ理由があります。
一つは、アメリカの国内世論が、北
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朝鮮への軍事作戦を支持するという考
えにないからです。アフガンとイラク
までは9.11テロ事件の残滓が残ってい
て、アメリカの国民は軍事作戦を何で
あれ支持しましたが、北朝鮮に対して
アメリカが三つ目の戦争をするという
ことになると、これはアメリカの世論
は「いい加減にしろ」という話になり
ます。テロと関係ない。したがって、
アメリカの政府がどのように説明しよ
うとも、これは無理です。
2番目は財政です。ご承知のとおり、

クリントン政権のときに財政黒字にな
ったのが、いま赤字に転じ、イラク作
戦は1,000億ドルの予算を既に投じてい
ます。初動が250億ドル、追加予算が
740億ドルの予算をイラク作戦にだけ投
じていますので、いま大統領選挙の前
に財政をこれ以上苦しめることはでき
ない相談です。
第3に、イラク作戦で800発の巡航ミ

サイルを全部使い果たしました。1万
9,000発の精密誘導兵器も全部使い果た
しました。アメリカはいま在庫がほと
んどありません。これから作戦を進め
るということになると、最低6カ月、国
防産業に予算を投じて、巡航ミサイル
と精密誘導兵器を生産する必要があり
ます。アメリカの空母も、12隻のうち7
隻をイラク戦争に投じましたので、オ
ーバーホールを行っていますが、いま3
隻しか動きません。グローバルに3隻し
か動かないというのはアメリカ始まっ
て以来です。こんな状態で戦争はでき
ません。

米軍第2師団がソウル南に移動する、と

一番厄介な問題が在韓米軍へのリス
クです。在韓米軍へのリスクとはどう
いう意味かというと、南北の非武装地
帯（DMZ）から北に100kmの域内に北

朝鮮113万人の兵士の3分の2が集結して
います。DMZから南、ソウルまでは
60km弱です。そこに米軍の第2師団が
集結しています。第2師団は1万8,000名
から編成されています。3個連隊に、後
方部隊がついているこの第2師団は、海
外にアメリカが持っているアメリカ陸
軍最強の部隊です。これをいま米韓関
係が悪くなっているため、ソウルの南
に下げる交渉をしています。いずれ年
内に下げると思います。ただ、部隊全
部を一挙に下げる施設がありません。1
個師団を収容できる基地がありません。
陸軍の師団というものはばらばらには
できません。
下げるとはどういう意味かというと、

韓国軍にとって人質がなくなりますが、
同時に北朝鮮にとっても人質がなくな
ります。現在の場所に第2師団がいると
いうことは、北朝鮮から飛んでくるロ
ケットと短距離ミサイルの射程の中に
います。射程から外されるということ
は、北朝鮮にとっても人質がなくなる
ということで、限りなく速やかに、ア
メリカがいつでも北朝鮮を攻撃できる
という状態ができます。ただ、条件が
あります。それは北朝鮮がアメリカを
挑発しない限りということです。挑発
したらどうなるか分かりません。
この場合、挑発するとはいかなる意

味なのかです。現在、世界の核保有国
は、米、ロ、英、仏、中のP5に、イス
ラエルとインド、パキスタンがありま
すが、北朝鮮も核兵器国です。実はラ
ムズフェルド国防長官は「1～2発の核
兵器を持っている可能性がある」と言
っていましたが、私は北朝鮮の核開発
は現在進行中であり、この核開発計画
はまだプリミティブな核兵器、つまり
運用不可能な核兵器がようやくでき上
がったという段階に過ぎないというこ

とを説明してきました。最近、わが国
のある政府高官から、あなたが言って
いることは誤りではないか。アメリカ
から伝えられる情報は北朝鮮の核兵器
は運用可能な状態にあり、テポドンと
ノドンに搭載できるということらしい
という話がありました。最近、官房副
長官がミサイル防衛について配備を含
めた検討ということを言っておられ、
防衛庁長官がミサイルの発射基地で燃
料を注入した段階で通常攻撃をするこ
とは、自衛権の範囲の中と言っておら
れるのも、どういう意味だろうかとい
うことを考えてみますと、どこかの段
階で日本政府に確度の高い情報が伝え
られた可能性はあると思います。

北朝鮮が米国を挑発したら別

そこでは、これに対応する方法はど
ういうものだろうかということです。
その前に、北朝鮮が挑発するとは何か
という話です。つまり、8,000本の燃料
棒を取り出したとアメリカはずっと言
い続けてきましたが、いまや8,000本の
燃料棒を取り出そうがしまいが、北朝
鮮はその使用済燃料の再処理を終わっ
たと言っていますので、もはやそれは
挑発することにはなりません。以前ア
メリカは、8,000本の燃料棒を取り出し
たらアメリカは断固たる措置を取ると
言っていました。でも、もう既成事実
になってしまいました。したがって、
もう8,000本の燃料棒が取り出されよう
が出されまいが、北朝鮮は核開発のあ
る段階にまで成功してしまっています。
北朝鮮は、パウエル国務長官が言う

ように、核開発ではなく核拡散に懸念
があります。拡散とは、その兵器をど
こかに売るということです。売るため
には、核兵器の製造に成功していなく
ては話になりません。ですから、パウ
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エル長官が言っている拡散というのは
北朝鮮の核開発が成功しているという
前提で、それが第三国に売られること
はアメリカにとって新たな懸念だとい
うことを意味します。
以上のことを考えると、アメリカを

挑発する方法としては三つです。一つ
は核実験です。ただ、北朝鮮の中で核
実験をするということは、これは大変
厄介な問題です。どうしてかというと、
この場合の核実験は地下核実験以外あ
り得ません。まさか空中とか地上でで
きるはずがありません。宇宙ではでき
ません。地下核実験といっても、普通、
地下核実験は、一辺が50～60kmの砂漠
地がないとだめです。アメリカでいう
とネバダ砂漠です。インドとパキスタ
ンのように砂漠がないとできません。
その理由は水系が壊れるからです。北
朝鮮は、非常に潤沢な地下水が豊潤に
流れているところで、このようなとこ
ろで地下核実験をすると、朝鮮半島全
体の地下水に放射能が入り、日本海に
流れ出します。したがって、朝鮮半島
の中で地下核実験をされると、恐らく
生物系だけではなく、地形が傷むとい
う状態になります。では果たして実験
するのだろうか。私はどこか、パキス
タンの砂漠を借りて、あるいは、ほか
の国で実験をする可能性があるのでは
ないかと思います。でも、北朝鮮のこ
とだからわかりません。北朝鮮がその
ように核実験をすれば、アメリカは切
れます。
第2は、ノドン、テポドンの開発バー

ジョンを発射するということです。
第3は、これが一番深刻ですが、北朝

鮮が既に成功した核開発の技術もしく
は核を、第三国に売却する物理的な証
拠を押さえるということです。船舶が
取り押さえられるか、かつてイエメン

にスカッドミサイルが輸出されて、ア
メリカが水際で捕捉したような、第三
国に明らかにこの技術が移転するとい
う物理的な証拠が見つかる場合です。
この三つの場合、アメリカは何をする
かわからないと思います。

「米国は金正日体制の崩壊をもくろん
ではいない」

さて、そこで話をもとへ戻します。
アメリカは、いま軍事作戦をするとい
う考え方にはないのですが、北朝鮮の
体制についてアメリカは何を考えてい
るかが疑問です。つまり、二つのケー
スがあり得ます。一つは、北朝鮮が核
開発の全部を自らの手で廃棄し、検証
可能な方法でこれが証明されるとき、
アメリカは金正日体制の生存を認める
というシナリオです。もう一つは、い
ずれにせよ、あろうがなかろうが、金
正日体制は崩壊させないと危なっかし
いと思ってアメリカが政権崩壊を目論
んで来るというシナリオです。つまり、
北朝鮮の金正日体制そのものが問題な
のであって、彼らがやろうとしている
こと、つまり金正日体制のもとで北朝
鮮軍が進めようとしている大量破壊兵
器、すなわち核兵器、生物兵器、化学
兵器、その運搬手段であるミサイルの
開発であれ、それをテロ、その他の第
三国に売り渡す可能性であれ、あらゆ
る意味において北朝鮮の現在の体制が
持っている体質は許しがたい。それ故
に、この体制は壊しておこうと思って
いるかどうか。
昨日まで金沢での国連会議に参加し

ていました。その時、在日アメリカ大
使館のリチャード・Ａ・クリステンソ
ン（Richard A. Christenson）主席公使
は、「アメリカは金正日体制の崩壊をも
くろんではいない、イラクと北朝鮮は

違う」という説明でした。そこでもう
一つの疑問が出ます。仮にアメリカが
言っていることがそのとおりだったと
して、金正日体制がすべての核兵器を
捨てた場合、北朝鮮の金正日体制はそ
れでもなおかつ存続できるか、という
ことです。一体あの体制とはどういう
ものか。
北朝鮮の指導者というのは三つのキ

ャップがいます。北朝鮮労働党総書記、
国家首席、国防委員会の委員長です。
この三つのうち金日成は金正日に3番目
の国防委員会の委員長だけを譲って、
あとの二つを持って亡くなりました。
その結果、金正日は労働党総書記を軽
視し、国防委員会を動かして国を統括
しているのです。国家首席は金泳南に
譲りました。金正日は国家首席ではな
く、国防委員会の委員長だけです。日
朝ピョンヤン宣言での金正日の肩書は、
国防委員会の委員長なのです。だから、
小泉総理は「委員長」と、言っている
わけです。それは何を意味するかとい
うと、結局、軍を統括することによっ
て国を治めるということです。
つまり、113万人の北朝鮮軍の最高司

令官として軍を統括し、軍を治めるこ
とによって北朝鮮を支配する、そうい
うやり方です。その軍の最高かつ最大
のプログラムである核開発とミサイル
開発を断念しろとアメリカから言われ
て、全部廃棄して、それで金正日が生
き残れるかどうかという問題は、よく
わからないのです。しかしアメリカは
それを捨てさせるつもりであるわけで
す。問題は、どのようにするのかとい
うことです。いまは外交手段によって
います。なぜなら、前述のように、ア
メリカは軍事オプションを取る考えが
今は無いからです。だから日本と韓国
と中国を使って、真綿で首を絞めるご



とく北朝鮮を絞め上げれば、一応目的
を達成します。つまり、アメリカは時
間稼ぎをしているということです。北
朝鮮が時間稼ぎするという専門家が多
いのですがアメリカのほうが時間を稼
いで、北朝鮮の出方をじっと待ってい
るのです。

北朝鮮は米国の現政権を分かってい
ないのでは

北朝鮮が、間違ってアメリカをそそ
のかしたとします。そうすると恐らく
イラクの二の舞いになるということは、
北朝鮮は分かっているのではないかと
思います。でもわかりません。北朝鮮
はアメリカについてしばしば計算間違
いしますし、いままでも何度もしてき
ましたから。なぜ計算間違えをおかす
のか、よく分かりません。それは、金
正日がアメリカを経験したことがない
からか、アメリカに北朝鮮の大使館が
ないから、アメリカというものがわか
っていないからか、あるいはアメリカ
という国は脅せば最後はどうにでもな
るという経験を積んできたからか。困
ったことに、金正日が政権を取ってか
ら、つき合ってきたアメリカの政権は
クリントン民主党政権だった。今のブ
ッシュ政権の体質がわからないのかも
しれない。
そういう状態で、アメリカはとりあ

えず各国の協力を得て北朝鮮の首を絞
め、がんじがらめにして封じ込めて、
すべての手段を取って、それでアメリ
カに従うのであれば、それもよいだろ
うと考えている節があります。でも、
アメリカは最後まで追い込むと思いま
す。それは、ブッシュ第一期政権の時
にそれをすると混乱するので、第二期
政権のプライオリティにとっておくと
いう考えがアメリカにはあるのではな

いかと思います。つまり、もし共和党
政権が次期大統領選挙に勝ったら、第
二期政権のプライオリティは北朝鮮政
策ということになります。ということ
は、北朝鮮の余命はいくばくもないと
いうことです。
中国は、2008年のオリンピックを成

功させること、そして現在の新政権が
とにかく改革開放経済を進めるため、
アメリカとの関係をベストに維持する
ことです。この二つが目的ですから、
口では中国は反対するのですが、アメ
リカに対し拒否権を発動するようなこ
とはしないと思います。さてそこで、
日本の対応が問題になります。

北朝鮮が最も恐れるのは日本からの
金と中国の燃料が途絶えること

まず日本の対応ですが、日本はご承
知のとおり日米首脳会談で、今回「対
話と圧力」と言って、現行法を厳格に
適用して「圧力」をかけています。こ
れは事実上の制裁です。何も制裁とい
う形にはなっていないのですが、事実
上の制裁になっているわけです。日本
からの人と物と金の流れがものすごい
勢いで減っているということです。こ
こから先は、外為法を改正する、ある
いは船の入港を阻止する。これらはさ
すがに国会ではご同意が得られなかっ
たようですけれども、いずれそういう
問題が出てくるでしょう。そこから先
は国連の問題です。つまり、安保理と
いう問題になってきます。
ご承知のとおり、IAEAは北朝鮮の核

問題を3月に国連安保理に丸投げしまし
た。国連安保理はこの問題を処理する
義務があります。イラクは17本の安保
理決議が通りましたが、北朝鮮につい
て今は1本の安保理決議もありませんの
で、いずれ安保理決議ということにな

ると思います。アメリカと中国は今、
進めている多国間対話によって、まず
第一義的に問題を解決しようと思って
いるようです。安保理だとプレーヤー
が多過ぎて、結局反対意見が出て思っ
たとおりにならない。したがってアメ
リカと中国と一緒になって北朝鮮と三
者協議を始め、日本と韓国が入っても
アメリカと中国だけが合意しておけば
いろいろなことができるという枠組み
がある訳ですから、そのようなものを
いちいち安保理に上げる必要はないの
です。
しかし、それでも行き詰まってどう

にもならないときは安保理に上げるの
ですが、北朝鮮に対するフルセットの
安保理決議が通るかどうかは不明です。
フルセットとは、第一に北朝鮮の核開
発を非難し、NPT、IAEAに戻れという
ことを求め、第二に査察を受けろと言
い、第三にそれが不可能であれば制裁
する可能性があることを示唆し、第四
に拉致問題を全面解決せよ、というも
のです。このようなフルセットの安保
理決議が一遍で通るはずないのです。
段階を追うということになると思いま
す。
そうすると、1本目の「NPTあるい

はIAEAに戻ってこい」という安保理決
議には中国とロシアは反対できないで
しょう。両国ともIAEAの非難決議に賛
成してしまっているのですから。した
がって、通った時点で日本で経済制裁
の国内法が通り、そうなるとさらに前
進できて、この安保理に基づいて制裁
ができるということになります。した
がって、外為法の改正、貿易管理令の
改正、その他、キャッチオール規制の
全面適用、あるいは場合によっては入
港制限法など、いろいろなことができ
ます。それで人と物と金を全部止めて
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しまいます。
この場合、日本だけが必死に実施し

てもだめです。ほかの国が協力してく
れないとだめです。北朝鮮にとって一
番厳しいのは、外貨が凍結されること
と、中国からの燃料の停止です。もっ
とはっきり言うと、日本からのお金が
止まること、送金が止まることと、中
国の重油が止まること、この二つでほ
とんど北朝鮮は音を上げるでしょう。
したがって、中国の協力がどうしても
必要です。これにはアメリカが恐らく
圧力をかけると思います。
もとへ話を戻すと、次回の交渉で北

朝鮮が前に出てくればよいが、前に出
てくれない場合は、次々に後のシナリ
オが待っています。結局、北朝鮮包囲
網といいますか、つまり封じ込めとい
うプロセスが始まり、最後にアメリカ
の軍事オプションがあるぞということ
をちらつかせながら、それを暗に示唆
しながら順繰りに手を打っていくとい
うことです。ですから、アメリカの軍
事オプションが常に開かれているとい
うことが朝鮮にとっての大きな圧力に
なるということです。その間にアメリ
カが「切れてしまう」という可能性が
あります。切れても、さっき申し上げ
たように半年間は身動きができません。
在韓米軍が動くときが、一番大きな、
そして一番厄介な問題がここで起きま
す。
日本にとっての最悪のシナリオは、

ご承知のとおり、核開発とミサイル開
発問題が解決しても、拉致問題が放置
されることです。そうあってはならな
いので、日本は必死に「拉致問題」「拉
致問題」と言っています。はっきりい
うと、拉致問題には韓国とアメリカは
あまり関心がないということです。何
とかそうならないようにというのが日

本の政権の方針です。

北朝鮮が核兵器を持っていることを
前提に

最後に、日本が考えるべきことは何
でしょうか。単に圧力をかけるだけで
はなく、北朝鮮が既に核兵器を持って
いるという前提で我々が考えると、二
つのことをしなくてはなりません。
一つは、現実の問題として日本は核

の抑止の理論をもう一度考え直さない
とならない。日本はアメリカに依存し
て、アメリカの核抑止力にのみに依存
して、いままでずっと来ました。だか
ら、核というものをあまり考えたこと
がないし、考えたくないのです。しか
し、日本の一部で核武装論がおきてい
ますが、私の結論は、すぐに核武装す
る必要はないというものです。精密誘
導兵器（PGM）が核兵器の代わりをす
る、通常兵器で十分用が足りる、核兵
器を使わなければならないという軍事
的な理由はないのです。
しかし、そこで問題なのは、日本が

本当に北朝鮮の核の脅威を受け、威嚇
を受け、アメリカの核の抑止の信頼性
が減ったとき、そして日本の生存を考
えた場合に、中国も嫌がらない、アメ
リカも嫌がらない核のオプションがあ
るのだろうかを考えてみます。私のこ
の回答はたった一つです。それはイギ
リス型の核保有です。イギリスの核と
いうのは、アメリカからポラリス型の
原子力潜水艦を、一切の技術を全部ア
メリカから導入して運用するというこ
とです。
つまり、この場合、日米同盟でアメ

リカが、確かにミサイル防衛だけでは
うまくいかないかもしれないから、日
米同盟の中でイギリスと同じような同
盟国として日本を位置づけ、日本に何

隻かの原子力潜水艦を貸与するという
形で、最後の手段というか、国家の生
存をかけた核抑止力を日本が自ら持つ。
もちろんアメリカが了解の上でです。
そういうオプションが最後にあるので
はないかと私は密かに考えています。
あまりそういうことは言うべきではな
いので黙っているのですが、そろそろ
日本は本気で核の抑止というのを考え、
理論武装をしないといけません。いま
までのように忌み嫌って、道徳的・倫
理的罪悪であるといって棚に上げてほ
っておくという時代は終わりつつあり
ます。現実の核の脅威を受けるという
事態に対して、私たちは対応しなくて
はなりません。
アメリカがなぜミサイル防衛を言う

か、それはアメリカの核抑止力では万
全ではないからです。もしアメリカの
核抑止力が万全だったら、アメリカは
ミサイル防衛など日本に提案してきま
せん。日本にミサイル防衛を提案して
いるのは、アメリカの核の抑止力だけ
では解決できないから、そういうケー
スがあり得るからでしょう。しからば、
日本はミサイル防衛だけで済むのかと
いうと、ミサイル防衛は火の粉を払う
「うちわ」に過ぎません。これだけでは
本当の意味での抑止力にはならないと
思うのです。
つまり、冷戦が終わっているのに、

もう戦後50年以上も経っているのに、
こういうことを考えないといけない状
態になっているのは、まさに朝鮮半島
の核が現実のものになりつつあるから
です。冷戦が終わっているのに、私た
ちの周りにはあまりに他人事ではない
状態が起こりつつあります。私たちは
北朝鮮にどのように対応したらよいの
でしょうか。イラク新法よりも事態は
深刻だと思います。



14 Plutonium  No.42    Summer  2003

投 稿

序文

昨年9月27日、ウズベキスタン共和国
のサマルカンドで開かれていた中央ア
ジア5カ国（以降C5）の専門家からな
る国連支援専門家会合は、長年の願望
である中央アジア非核兵器地帯条約に
合意した。核不拡散に向けての地域努
力としての久々の快拳であり、歓迎し
たい。当初から専門家会合の議長を務
めたものとして、風雪5年、私としても
感慨無量であった。C5はサマルカンド
会合での成果を法的に確固たるものと
すべく、合意された条約の早期署名を
強く望んでいるが、その後の核兵器国
との協議は長期化の様相を呈している。
2000年の核不拡散条約（NPT）以降、
核不拡散分野で見るべき成果がなく、
北朝鮮のNPT脱退など拡散の危機が懸
念される今日、NPT下で核軍縮と核不
拡散に特別の責任を有する核兵器国は、
これを妨害することなく、出来る限り
早く署名できるよう、C5への協力と支
援を借しむべきではない。

中央アジア非核兵器構想発表と国連
の取り組み

中央アジア非核兵器地帯は、旧ソ連
の共和国であったカザフスタン、キル
ギスタン、タジキスタン、トルクメニ

スタン及びウズベキスタンの5カ国を対
象とする。この構想は、1997年、カザ
フスタンのアルマティーで開かれた5カ
国首脳会議において初めて披露された。
採択された「アルマティー宣言」（2月
28日付け）の中で、5カ国首脳は「NPT

条約締約国として中央アジアを非核兵
器地帯と宣言する必要性についての共
通見解」を表明した。
同年9月15～16日には、ウズベキスタ

ンのタシケントで中央アジア非核兵器
地帯国際会議が開催された。そこで採
択された5カ国外相声明は、中央アジア
を非核兵器地帯と宣言する必要性を表
明することで、非核兵器地帯構想を正
式に打ち上げた。更に5カ国は、同年の
国連総会において各国にこの構想を支
援するように求める決議案を提出し、
これが総会決議52/38Sとして無投票で
採択された。
同決議は、また、国連事務総長に対

して、中央アジア非核兵器地帯条約の
準備のため5カ国を支援するよう求める
主文を含んでいた。部内協議の結果、
私の担当するセンターが中心となって
支援することになった。センターは、
国連による支援の在り方として5カ国の
専門家からなる国連支援専門家グルー
ブを設置し、1998年4月から2000年4月
までジュネーブで3回、札幌で2回、更

にピシケック会合（キルギスタン、
1998年7月）、タシケント会合（ウズベ
キスタン、1999年2月）を加えると計7
回の開催を通して条約起草作業を支援
した。条約起草に当たっては、地域の
特性を考慮しつつ、既存のトラテロル
コ条約（ラテンアメリカ）、ラロトンガ
条約（南太平洋）、バンコック条約（南
東アジア）、ペリンダバ条約（アフリカ）
の4本の非核兵器地帯条約を参考にし
た。

交渉の行き詰まり

2000年4月の札幌会議では、それまで
の努力の総決算として条約案のほとん
ど全てに合意できたものの、「他の条約」
（条約案12条）を巡る対立から全文合意
に至らず、専門家一同、涙を飲んだ経
緯がある。すなわち、交渉中の中央ア
ジア非核地帯条約とC5が加盟している
既存の条約のどちらが優先するかにつ
いて越えがたい見解の相違があった。
側聞するところによれば、1992年の

集団安全保障条約（タシケント条約）
の一つの解釈として、関係国の同意を
前提に、極端な場合には、タシケント
条約締約国の領土に戦術核兵器の展開
も可能の由である。これを容認すれば、
核兵器の配備受け入れを禁止行為の主
要な要素とする非核兵器地帯の概念と

中央アジア非核兵器地帯条約合意
「サマルカンド」から「セミパラチンスク」へ

石　栗　　勉
国際連合アジア太平洋平和軍縮センター所長
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相入れないばかりか、中央アジア非核
兵器地帯の作業自体が無意味になる危
険性がある。C5の何れかが、「戦術核
の受け入れを検討するような異常な事
態」に直面するならば、条約の脱退条
項に基づき脱退すればよく、12条は不
要と思われる。必要なら、現在12ヵ月
となっている脱退発効期間を大幅に短
縮してもよい。因みに、上記の既存4条
約には類似の規定はない。
タシケント条約締約国（カザフスタ

ン、キルギスタン及びタジキスタン）
は、ロシアの要請もあってか、「中央ア
ジア非核兵器地帯条約は、締約国が署
名したその他の2国間及び多国間条約及
び協定下での権利及び義務に影響を及
ぼさない」旨を一貫して主張してきた。
タシケント条約から脱退したウズベキ
スタン、中立を国是とするトルクメニ
スタンは、上記12条に係わる問題もあり、
これに強く反対してきた。2000年4月の
札幌会議以降の2年半余、センターは、
時には国連法務部の協力も得て、数々
の妥協案を提示し粘り強く調整を試み
たが、20余りの会合をもってしても、両
者の溝を埋めることはできなかった。

2002年9月サマルカンド会合

センターは、交渉の行き詰まりの原
因の一つは一部の国を除き、交渉の現
状、12条など合意を妨げる要因につい
て、外務大臣をはじめとするC5政府上
層部に十分伝っていないのではないか
と考えた。一つの打開策として、ダナ
パラ軍縮担当国連事務次長による5カ国
訪問と大統領を含めできるだけ高位の
高官に会うことを献策した。昨年8月、
ダナパラ事務次長は、5カ国を訪問し、
各国高官の関心を再び非核兵器地帯交

渉に呼び戻すことができた。
対テロ対策で国際情勢が大きく変化

を遂げる中で早期に非核兵器地帯設置
の必要性が高まったこと、ダナパラ事
務次長の訪問を契機に、再度、交渉気
運が高まったことを受けて、センター
は、9月にサマルカンドにて専門家会合
を開催した。会議直前のセンターとC5
専門家の個別非公式協議での印象では、
ウズベキスタン、トルクメニスタン及
びタジキスタンが非公式に12条削減を
提案し、残り2カ国もこれに応じる可能
性が高いと思われた。しかし、カザフ
スタン及びキルギスタンがこれに応じ
ず（会議当日に本国から訓令があった
模様）、鋭意交渉の結果、前記のカザフ
スタンなどの既存の条約下の権利、義
務が中央アジア非核兵器地帯条約に優
先する旨の主張の後に、「締約国は、こ
の条約に盛り込まれた原則に従い、条
約の意図及び目的の効果的な実施のた
め、あらゆる措置をとる」旨を加えて、
言わば玉虫色の決着をみた。専門家は、
この他にも、前文、条約寄託者を国連
事務総長とするための調整、付属議定
書及び前文の一部改定等を行ない全て
の条文に合意した。専門家は合意の証
しとして条約文書にイニシャルを付し
た。

条約の構成および特徴

条約は、前文、18の条文及び1つの付
属議定書から成っている。即ち、前文、
1条（用語の定義）、2条（条約適用範囲）、
3条（基本的義務）、4条（外国船舶、航
空機及び陸上輸送－「所謂、通過の問
題」）、5条（核兵器及びその他の核爆発
装置の実験禁止）、6条（環境安全保障）、
7条（原子力平和利用）、8条（1AEA保

障措置）、9条（核物質及び装置の物理
的防護）、10条（協議委員会）、11条
（条約解釈及び論争解決）、12条（他の
条約）、13条（留保）、14条（署名及び
批准）、15条（発効及び有効期間）、16
条（脱退）、17条（改正）、18条（寄託
者）及び付属議定書（消極的安全保障）
である。
この条釣は次のような特徴を有する。

すなわち、（イ）旧核兵器国（カザフス
タン）が入っている。旧核兵器国のベ
ラルーシ、ウクライナを含む非核兵器
地帯は存在しない。（ロ）5カ国は内陸
国であり、内陸国のみで構成される初
めての条約となる。（ハ）核兵器国たる
中国、ロシアと直接国境を接している。
（ニ）環境問題を重視。核実験場も含む、
過去において、核兵器またはその他の
核爆発装置の開発、生産、貯蔵に係わ
る活動の結果として汚染された領土の
現状回復のための支援。（ホ）非核兵器
地帯の拡大。中央アジア非核兵器地帯
と国境を共有する国は、本条約の義務
の受け入れを前提に、条約に加盟でき
る趣旨。（へ）包括的核実験禁止条約
（CTBT・1996年9月24日署名のため開
放、未発効）後の初めての非核兵器地
帯条約としてCTBT下の基本的義務を
反映。（ト）IAEA保障措置に関して、
1997年に追加議定書が導入されて以来
の初めての非核兵器地帯であり、追加
議定書締結の必要性に言及。（チ）国連
事務総長を寄託者とする。通常は域内
の国の一つが、あるいは条約運営機関
の長等が寄託者となる。中央アジア諸
国は、この1カ国を決めかね、また5カ
国を対象とする地域機構が存在しない
ところから国連事務総長を想定。国連
法務局によれば、国連事務総長は、通
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常、「安全保障に係わるもの、このよう
な少数の国を対象とする条約の寄託者
にならないのが原則」であるが、特別
な要請を受ければ検討する由。（リ）国
連決議に基づき、当初から国連が直接
起草作業に関与し、C5の支援を行なっ
た。

早期署名を求めるC5

C5は、サマルカンドでの条約案合意
を受けて早期署名を望んだ（参加専門
家が国を代表し、合意の証しとして条
約テキストにイニシャルを付す）。とり
わけ、アナン事務総長の初の中央アジ
ア訪問があったところから、10月18目
のカザフスタン訪問に合わせて、セミ
パラチンスク（旧ソ連の核実験場）で
の署名式開催を強く望んでいた。カザ
フスタンは大統領の決済を得て、署名
式の準備を行なった。
一般的には、非核兵器地帯とは、締

約国（全てが非核兵器国）が条約本体
で、核兵器の開発、生産、実験、他国
の核兵器の実験や配備を認めない等の
義務を受け入れる。これに対して、核
兵器国は、付属議定書の締約国として
非核兵器地帯の尊重、核兵器の使用又
は使用の威嚇を行なわない旨誓約する
構成になっている（所謂、消極的安全
保障）。核兵器国にとっては核兵器の使
用、展開できない範囲が広がることに
なり、場合によっては通過にも支障を
きたす可能性もある。
非核兵器地帯を効果的なものとする

には、上記の条約の構成からも分かる
とおり核兵器国から消極的安全をとり
つけることが肝要である。また、慣行
としても署名に至る前に、C5としては、
何等かの形で5核兵器国（中国、フラン

ス、ロシア、英国及び米国）との協議
が必要であった。このような状況の下、
10月8目、ニューヨークにてセンター主
催のC5・5核兵器国協議が開かれた。
その際に、5核兵器国は、条約（サマル
カンド合意条約）を入手したばかりで、
十分に検討する時間が必要だとして実
質協議に応じなかったため、セミパラ
チンスクでの署名式は延期された。C5
との申し合わせにより、交渉期間中は、
センターから核兵器国に条約テキスト
を配布することはなかったが、核兵器
国はC5に接触してテキストを入手する
ことは自由であった。5核兵器国は、事
実上テキストを入手しており、唯一の
大きな変化は合意された12条のみであ
ったため、C5は核兵器国の門前払いに
極めて不満であった。
12月17日、ニューヨークで第2回協議

会合が開かれた。ロシアは修辞上のコ
メントがあるのみ。中国は、今直ぐに
でも署名できるとサマルカンド合意を
全般的に支持した。これに対して、残
りの3核兵器国は、多くのコメントや修
文を提示した。主要な問題点としては、
（イ）（核を搭載しているかも知れない）
自国の航空機、船舶、車両の非核兵器
地帯の「通過」に最大限の自由を確保
したい。（ロ）12条に先例はなく、「既
存の条約下での権利、義務」とあるが、
いかなる条約を指すかが不明であり、
削除すべし、（ハ）条約範囲の拡大（上
記（ホ））は、将来の条約範囲を不安定
なものとし、「消極的安全保障」を与え
る立場から、これに誓約することはで
きない、これに対して、C5は、サマル
カンド合意は、5年間の鋭意交渉と妥協
の結果であるとして、3核兵器国の理解
を求めるとともに、できれば本年4月に

署名したいと述べた。

今後の展望

12月の協議後、3核兵器国は、コメン
トを書面で提出した。現在、C5は対応
を検討中である。ロシアにとって、12
条で自国の懸念が解消されたため（極
端な場合に戦術核の展開）、これがある
限り、原則支持であろう。中国にとっ
ては、C5が独立してロシアとの緩衝地
帯として出現した上に、非核化するの
で、戦略上の利点から条約支持と思わ
れる。アフガン情勢の展開から、思う
ところがあるのかも知れないが、3核兵
器国は、C5に対して、核兵器国の祝福
を受ける条約にすべきで（バンコック
条約の二の舞を演じるな）、十分時間を
かけて協議すべしとの立場である。
2000年NPT条約再検討会議最終文書

は、締約国（5核兵器国も含む）は、追
加的な非核兵器地帯設置を優先課題と
みなし、中央アジア非核兵器地帯支持
を表明している。1999年に国連総会の
下部機関である国連軍縮委員会
（UNDC）が採択した「非核兵器地帯の
原則」は、「非核兵器地帯は、域内国が
自らの意思で自由に到達した取り決め
に基づき設置されるべきである」（他か
らの強制などではない）との基本原則
に触れた後、核兵器国に対しては、関
連議定書に署名、批准することにより、
非核兵器地帯条約遵守を求めている。
昨今、核軍縮を巡っては、特定国の

NPT条約違反（例えば、北朝鮮は脱退）、
軍縮条約交渉機関であるジュネーブ軍
縮会議の長期停滞（6年以上実質交渉な
し）、潜在的な核使用の高まり（小型核
兵器開発など）、2000年NPT再検討会議
最終文書で合意された措置の不履行な
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投稿

ど暗いニュースが続く。こうした中で、
核不拡散、地域の安全、信頼醸成に具
体的に貢献する中央アジア非核兵器地
帯のサマルカンド合意条約は、国際社
会として大いに歓迎すべきである。
既存の非核兵器地帯条約の成立、核

兵器国との協議の歴史を振り返れば、核
兵器国が（イ）10数年にわたり議定書に
署名、批准しない、（ロ）また、署名の
際には例外なく留保を付すのが通例とな
っている。C5は、3核兵器国のコメント
には誠意をもって検討するが、他方、例
え不十分であっても、5年越しの合意事
項は堅持し、核兵器国のコメントに対す
るC5共通の立場を早急に明らかにすべ
きである。また、時間無制限の条約本体
の再交渉に巻き込まれることのないよう
に、署名の期日を定め、一刻も早くサマ
ルカンド合意条約の法的地位を固める必
要があろう。核兵器国は、上記のような
非核兵器地帯への義務、またNPT条約
上与えられた特別の地位、核軍縮及び核
不拡散上の特別の責任に鑑み、C5の署
名を歓迎こそすれ妨害すべきではない。
C5は急いで駒をサマルカンドからセミ
パラチンクスに進めるべきである。

あと書き

C5が非核兵器地
帯構想を打ち上げ
た1997年は、C5に
とって、ソ連の崩
壊によって独立し
てから5年余りの転
換、調整の時期で
あった。それまで
モスクワのみを見
て行動してきたと
ころ、モスクワと

タシケントといったモスクワと首都を
結ぶ糸が切れて、突然、同じ民族もい
る隣国を発見した混乱の状況であった
だろう。こうした中で、環境汚染と非
核兵器地帯構想は、C5を結びつける共
通の課題となった。

C5は小規模なグループにもかかわら
ず、横の意思疎通が極めて不十分であ
った。例えば、共通の中央アジア非核
兵器地帯に関する国連決議について、
起案国はC5の1ヵ国、或いは一部の核
兵器国と相談するが、残りのC5には、
決議案締め切りの前日にしか見せない
といった具合である。このような状況
の下、ます私が始めたことは、コーヒ
ーブレイクを定期的に開催することで、
5カ国に対話の習慣を導入することだっ
た。30余回のコーヒーブレイクを経て
この習慣は確立した。C5全体を対象と
する地域機構もメカニズムも存在しな
い中央アジア地域にとって、この非核
兵器地帯起草作業は、見方によっては
地域のコミュニティー作りであるとも
言えよう。また、ライバル意識が強く、
妥協が少ない。例えば、条約の寄託者
は、通常はC5の一つがなるが、決める

ことが出来ず、国連事務総長に委託し
ている。
現在、核兵器国との協議で一時作業

が停滞しているものの、サマルカンド
での条約合意自体、当初は成否が不明
であっただけに、全員が心から感動し、
相互に祝福した。会議主催国のウズベ
キスタンは、合意を喜び、記念植樹を
することになった。観光の途中で大学
に寄り、20分程あればよいと告げられ
た。私達一行が大学の正門に着くと、
千人近くいただろうか、ほとんどの学
生、教職員が、民族衣装に身を固め、
右手を左胸に当てて最敬礼をして待っ
ている。我々の後から偉い人がくるも
のと振り返るも、それらしき人はなく、
どうやら我々を歓迎しているようであ
る。学長を紹介されて、挨拶もそこそ
こに、私は団長としていきなり壇上に
導かれた。気がつけば学長は用意した
挨拶を読み始めているではないか。プ
ロのロシア語通訳に訳してもらうも、
大聴衆の前で何を話すべきか整理がつ
かないまま、自分の番が来てマイクの
前へ。「本日はこのような大歓迎をいた
だだき、ありがとうごさいます」を訳
してもらう内に次を考える綱渡りで、
膝ががくがくする長い10分間であった。
場数を踏んで、それなりに話には慣れ
たつもりだったが、会議成功で足も心
も宙に浮いていたのだろう。同僚によ
れば、あの状況下では、何とか及第の
由。しかし、一番焦ったのは、いきな
り壇上に連れて行かれ、聴衆の方を向
いているため、振り向くわけにも行か
ず、自分が何大学にいるのか分からな
かったことだった（後でサマルカンド
大学と判明）。ともかく想いでに残る
2002年9月27日であった。

サマルカンド大学で挨拶を考えている石栗氏（左側から2人目）
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$0

梅雨明けぬ猫が先ず木に駈け登る

相生垣瓜人

古来日本人は、春めくとか、小さな

秋とか、「季節の移ろい」に、こころ

を寄せてきた。しかし、梅雨明けは違

う。魔法使いが杖をひと振りしたよう

に、画然として夏来るだ。眩しい光、

真っ青な空、7月に生まれたからだろ

うか、夏がいちばん好きだ。

梅雨明けの休日、書斎の窓を開け放

つと、澄んだ風が入ってきた。暑くは

ない。

書を曝し文を裂く天の青きこと

渡辺水巴

この季節にあと何度めぐり逢えるだ

ろうかと思いながら、乱雑に積み重ね

ていた資料の山を崩し、書棚の奥に押

し込んでいた本をとりだした。「曝書
ばくしょ

」

は俳句の夏の季語だが、一年に一度の

本の虫干しは、なんとも愉しい。とき

に新しい発見があったりして、つい、

時の過ぎるのを忘れるのである。

茂三さんの随筆『読書の勧め』を拾

い読みしていると、こんな文章が目に

とまった。

電車のなかで読書をしていると、

つけ馬のようにつけてきた特高警

察の私服刑事がのぞきこんで「社

会」という文字を見つけただけで、

手錠をはめてブタ箱（留置所）に

何ヶ月も放りこまれたものであ

る。

鈴木茂三郎さんは、戦前、新聞記者

をしていた。無産運動に加わり、戦後

は国会議員として活躍した政治家であ

る。その茂三さんが「社会」の名を冠

した日本社会党の委員長となる。その

社会党の本部で仕事をするようになっ

た私は、膨大な書籍や文献に埋もれた

書斎に、夢二の絵を飾る茂三さんの人

間的な魅力にこころ惹かれていた。

振り返ってみると、優れた政治家た

ちに指導されていた社会党の華やかな

時代はそう長く続かなかったように思

う。茂三さんの刎頸
ふんけい

の友、伊藤好道さ

んは、早くに亡くなった。沼さん（浅

沼稲次郎）は右翼の凶刃に倒れた。和

田博雄さんも、茂三さんも、河上丈太

郎さんも、これら社会党の第一世代の

指導者が、昭和30年代から40年はじ

めにかけて相次いでこの世を去った。

原子力に対しても、開明的だった知

性の人々を失った時期と、「原子力」

と聞くと硬直する社会党に変わってい

った時期とは、微妙に重なっている。

そんなことを私は、曝書の一日、考え

こんだのであった。

資料の山のなかから、『原子力関係

条約審議資料一覧表』が出てきた。衆

議院外務委員会における各党の賛否を

メモ書きした紙片である。

昭和30年（1955）12月、国会に

提出された「原子力の非軍事的利用に

関する日米協定」には、社会党は「賛

成」とあった。原子力に関する国際的

な協定の第一号である。さらに、「特

殊核物質の賃貸借に関する日米原子力

委員会との協定」、「原子力の平和利用

協力のための日英及び北アイルランド

との協定」と「賛成」が続いているが、

なぜか「日加原子力平和利用協定」か

ら「反対」に変わっている。その後日

米、日英、日豪、日仏、日加の原子力

に関する協定は、IAEA（国際原子力

機関）に関する協定を除いて、すべて

反対するようになってしまったのであ

る。日本の原子力発電所に初期のトラ

ブルが頻発していたことも影響してい

たとはいえ、どうも理由がよく分から

ないままの変更であった。

その象徴的ともいえるのは、1986
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年の5月に批准された「原子力の平和

利用における協力のための日中協定」

への対応である。「原子力」という言

葉を聞くと、まるで金縛りにあったよ

うに硬直するようになった社会党は、

なんの聞くべき議論もないままに反対

してしまったのである。私は、本会議

での採決の直前に、党の決定を拒んで

議場を退出した。翌日の新聞を見ると、

「後藤議員ら5名が退場した」、と報じ

られていたが、別にこれらの議員と示

し合わせていたわけではなかっただけ

に、「我慢ならない」と、採決に加わ

らなかった同志がいたことを知って、

心なごむものがあった。

そのちょうど1年前のことである。

私は、『エコノミスト』誌（1985・

7・23号）に「日中原子力協定は社

会党の試金石」という長文の原稿を寄

せていた。この協定批准の対応によっ

ては、社会党の原発政策の矛盾を露呈

させることになる。そのことを心配し

て、「中国の原発政策に積極的な対応

を」と論じたものである。

私は、これまでに何度か中国を旅し

てきた。「黄河を制する者は天下を制

する」と、歴代皇帝が挑んだ三門峡を

訪ねたのは1960年の夏のことであ

る。あの黄褐色の濁流が巖を咬む三門

峡を閉ざすことに成功した直後で、

20万kWの発電機4基がこれから建設

されるというサイトを視たときの感動

を、いまも忘れることがない。天を震
ふる

わせ、地を轟
とどろ

かす「黄河の咆吼」に、

私は、息をのんだ。

その後、1984年の7月に中国を訪

ねたときのことだ。たまたま手にした

『北京週報』に、姜聖階中国核学会理

事長が寄稿した「中国の原子力発電事

業を発展させよう」という論文を見つ

けた。この論文は大半を安全性の確保

においていたが、私の興味を引いたの

は次の指摘であった。

──中国の発電量は1949年の43億

kW時から1983年の3,514億kW

時へと約八十倍になったが、それで

も経済と社会発展の需要を満たすこ

とができない。ここ数年、毎年のよ

うに400億kW時ないし500億kW

時の電力が足らず、停電がしばしば

あり、いまでも半数の農村で電気が

使えない。

中国で電力が不足していることは聞

いてきていたが、それにしても姜論文

の「不足分を原発でカバーしなければ

ならない」という結びの言葉に、中国

の原発建設に対するなみなみならぬ決

意を、感じとったのであった。

──火力は1980年の2,400億kW

時を2000年には9,000億kW時に

し、水力は582億kW時を2,000億

kW時以上にする計画だが、それで

も約1,000億kW時不足する。この

分はどうしても原発でカバーしなけ

ればならない。

こうした訴えを受けて周首相が、

「今世紀末までに原子力発電1,000万

kW開発する」との指示を出したのは

1970年のことである。文化大革命で

その前途に暗い陰を落としたが、

1978年に開かれた全国人民代表大会

で宋平国家計画委員会主任が、「中国

における国民経済、社会発展推進上の

問題点の一つとして、エネルギーと交

通、輸送部門の遅れ、とくに電力と鉄

道輸送の不足」を報告、これまでの自

主開発による原子力開発に加えて、原

子力先進国からの協力を得て技術導入

を図る方針を明らかにしてきたのであ

る。

この中国の動きに各国の反応は速か

った。まずフランスである。ミッテラ

ン大統領が自ら訪中、原子力協力協定

に調印したのは1983年のことだ。遅

れじと翌年にはレーガン米大統領が訪

中して仮調印をした。続いて同じ年コ

ール独首相も訪中、協定を結んだ。

1985年には訪英中の趙紫陽総理とサ

ッチャー英首相が原子力協定と新経剤

協力協定に調印したとのニュースが世

界に流れた。

わが国が日中原子力協力のあり方に

ついて協議をはじめたのは、1983年

9月の第3回日中閣僚会議の席である。

協力の方法、協力の分野、平和利用の

確保等、協定に盛りこむ項目について、

1995年内には調印か、と観測される

ところまできていた。

私は、日中原子力協定が国会に批准

を求められる前に、なんとか原子力発

電開発計画の実状を現地で聞いておき

たいと思い、春節が終わったばかりの

北京に飛んだ。核工業部を訪ねた私を

旧知の陳肇博副部長（次官）が満面に

笑みを浮かべて迎えてくれた。専門の

科学者、技術者の皆さんが、熱烈歓迎

である。

「中国のエネルギー資源は地理的に

アンバランスだ。石炭は華北地域に集

中、開発可能な水力資源は西南部のけ

わしい山岳地帯だ。工業生産の50％

以上を占める沿海地方では電力資源が

乏しい」と、中国全土の大きな地図を

指し示しながら、核エネルギーの開発

の緊急性を語る陳さんの言葉は、だん

だん熱をおびてきた。
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──これからの中国の経済建設は東

の沿海地方に集中するので、“北煤

西水”の資源を輸送するのは困難だ。

そのインフラ建設には膨大な投資が

必要となる。工業の中心となる広東

省、上海、江蘇省、浙江省、遼寧省

の深刻なエネルギー不足を解消する

には原子力以外に考えられない。

陳さんの熱意につられたか、通訳の

声も高くなる。1981年に提起された

第7次計画から策定作業に入っていた

第8次計画についても、数字を織り込

んでの、咬んで含めるような説明、私

は何度もうなずかされていた。

別れ際に、「原爆の犠牲をうけた日

本の核アレルギーを十分理解すること

ができるが、原子力発電は科学の立場

にたってクールに対応すべきだ。日本

の原子力の平和利用、とりわけ多年の

実績によってすばらしい安全の実績を

もっている、その日本の科学技術の成

果や経験を導入し、謙虚に学んでいき

たい」と言って、私の手を固く握った

陳さんの顔が、いまでも懐かしく浮か

んでくるのである。

私は、日本と中国が原子力開発の協

力体制をしっかりととれるように念じ

ながら、2時間半にわたる話しを終わ

った。春来るとはいえ北京の外気は冷

たかったが、私は快い興奮に酔ってい

た。

日中原子力協定で最大の課題は、平

和利用をいかに担保するかということ

であった。中国は核保有国である。そ

の中国と、紆余曲折を重ねた交渉では

あったがIAEAの保障措置の適用を協

定にとりつけ、平和目的限定を強く定

めた日本側の努力は、高く評価してい

い。だから私は、中国旅行記と陳さん

との会談を紹介しながら『エコノミス

ト』論文にして、積極的に賛成するよ

う、党に迫ったのであった。

日中原子力協定は外務委員会で審議

された。社会党からは小林進、河上民

雄両議員が質問に立っているが、いま

議事録を読み返してみてもその質問の

中から、反対するような理由を見つけ

出すことはできない。それどころか、

小林さんは「日本の意見が通った協定

を結んでもらったわけでありますか

ら、そういう中国の好意的な出方も勘

定に入れる等国際条約ですから、気持

ちよくこの条約を批准していただく、

これは私個人の意見になりますが…

…」と言って、質問を終わっているほ

どである。

小林さんは、事前に「君の『エコノ

ミスト』論文を読んだ。まったく同感

だ」と言って来られた。質問の中でも

私の意見を随所に引用されていたが、

にもかかわらず社会党は反対した。し

かし、なぜか反対討論をしていない。

委員の皆さんは意にそわなかったから

だろうか、議事録からも反対の理由は

見出せないのである。

私の『エコノミスト』論文を非難し

てきたのは私の知る限り一件だけであ

った。社会党原発対策全国連絡協議会

が出した『燎原の火』──現地におけ

る原発反対運動の概要──という冊子

がそれである。「党機関の責任者の肩

書きを使いながら業界誌や商業紙誌で

利用され、独占資本や自民党を喜ばせ、

全国各地で原発等の反対運動にとりく

んでいる人々を悲しませている」と、

私への名指しの個人攻撃であった。

「中国の国民が原発を作りたいと考

え、そのために日本の協力が必要であ

り、日中友好のためには賛成すべきだ

ということになるとしても、われわれ

が日本国内における原発の推進論に転

ずるべき理由には少しもならない」と

言い、日中原子力協定に賛成しろとい

う後藤論文は、「立論が崩壊している」

と、見当違いの非難を浴びせてきた。

同じ党内から、「独占資本や自民党を

喜ばせるだけだ」と、イデオロギーで

固めた礫
つぶて

を投げられると、政策論争で

はないだけに、こちらの方が悲しくな

る。

党の執行委員会では、賛成すべきだ

という意見が多かったと聞いていた

が、しかし、一部活動家の声に押され

て反対を決めた。そのことが正しかっ

たのか、間違っていたのか、総括され

ないままだ。その指導性のなさに空
むな

し

さを感じたのであった。党の重要な政

策、運動方針は党大会で決められる。

代議員となって大会に集まるのは地方

の活動家党員である。これらの党員の

声を無視してはなにも決まらない。地

方で活動している党員の声を尊重する

ことは当然としても、民主集中制の党

運営という、その中央の指導性が十分

に発揮できないという悩みが、とくに

顕著に出てきたのが「原子力」であっ

た。

執行部は、「政権をとれる政党に脱

皮し、再生を図る」と何度大会に提案

してきたことだろうか。「ニュー社会

党」を、声を大にして叫んでもきた。

しかし、大会を開くたびに混乱して、

民主と集中の乖離
かいり

を克服できなかった

歴史を、私は、いまも苦
にが

い思いで噛み

しめるのである。

（元衆議院議員）
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結果に誰もが驚いた

スイス・エネルギー省の原子力課長の
ビート・ウィーランド氏（Beat Wieland）
は、「国民投票*の結果について、私も驚
いたが、国民すべてが驚いたと感じてい
る」と前置きしました。事前の世論調査
結果でもそうでしたが、原子力関係の国
民発案の2件のうち、脱原発（Strom

ohne Atom）発案は否定され、モラトリ
アム・プラス（Moratorium Plus）発案
については通ると、多くの人がそう考え
ていたからです。
「脱原発」発案は、5基ある全ての原
子力発電所を30年後に運転停止させる
というもので、ベツナウ原子力発電所1、
2号機、ミューレベルク原子力発電所を
2年後に、ゲスゲン、ライプシュタット
原子力発電所を2009年、2014年に運転
停止させるという発案でした。この案
はあまりに非現実的で、拒否されると
国民誰もが思っていました。
「モラトリアム・プラス」発案につい
ては、すでに1990年の国民投票で、新
しい原発を10年間建設させないことが
決まりましたが、今回は、新規建設を
さらに10年間凍結することと、既存の
原発を40年間運転したら止めるという

「プラス」の部分が追加されました。そ
の40年間にプラス10年間という可能性
も残してはいるものの、10年間を延長
する場合は、そのための国民投票をも
う一度行うというものです。この「モ
ラトリアム・プラス」が国民投票でOK

となると、ベツナウ原子力発電所の場
合は1969年に運転を開始しているため、
運転40年後は2009年となります。さら
に10年運転を延長することとなれば、
延長手続きには5年かかりますから、今
から申請手続きをして、国民投票にか
けなくてはならないこととなり、その
コストも多額となると予測されていま
した。

否決の主な要因は経済と雇用の悪化

今回の5月18日の国民投票に向けての
原子力賛成派、反対派の攻防は、厳し
いものでした。原子力反対者も「脱原
発」発案は非現実的で、拒否されると
考えていたようでした。また、今回の
国民投票には、推進側も反対側も費用
と人を費やしました。推進派が、原子
力反対組織の「グリーンピース」など
の表現方法を見習って、「安全、気候保
全、雇用のために原子力2発案にノーを」
という横断幕を、鉄道が近くを巡るゲ

スゲン発電所の冷却塔に掲げ、反対に
投票するように訴えました。そのよう
な訴えが実ってか、脱原発発案は
66.3％が反対、モラトリアム・プラス
は58.4％が反対と、両発案とも否決さ
れました。
国民投票の結果に対する要因は、ス

イス・エネルギー省でも分析中ですが、
両発案が否決された要因として考えら
れるのは、現在のスイスの経済と雇用
の悪化です。人件費が高くなったこと
から、スイス産業の空洞化が起こり、
失業率が2001年には1.9％になりました。
傾向としては日本と同じです。スイス
の失業率は、93年には平均で4.5％と、
大恐慌以来の高率となったことも記憶
に新しく、そのことが国民を「否定」
に動かした大きな動機と思われます。
この点を推進派が指摘していたことは
当然で、脱原発でエネルギーコストが
高騰し、雇用も減るという主張でした。
反対派の論点は説得力が無く、しか

も脱原発の代替案がありませんでした。
一般の人も、昔は太陽エネルギーの利
用が大切とよく言っていましたが、今
ではそれは具体的な方策ではないと認
識するようになっていました。風力発
電も、観光を大切にしているスイスで
は、景観上好ましいものではなく、し
かも不安定な電源であるという認識が
一般に浸透しているようです。
スイスでも、欧州諸国のご多分に洩

スイスの国民投票が脱原発に「ノー」のくさび
－ チェルノブイルの悪夢から覚めて －

＊国民投票：いかなる問題でも、法定の署名数が集まれば、国民投票で問うことができ、連邦、州、

市町村でそれぞれ実施することができる。スイスでは、国民投票がたびたび行われ、今回の5月19日

の国民投票では、9つの案件があった。平均してこのような国民投票が年に4回ほどある。憲法改正

の国民投票には10万人の署名が、公布された原子力改正法の施行には、5万人の署名が必要である。
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れず、チェルノブイル事故後は反原発
運動が吹き荒れましたが、「もう時間が
経った」と、エネルギー省原子力課長
が話しておられました。今回の国民投
票での電力会社関係者の主張は、「スイ
スの原子力発電所は自分たちでその安
全性をチェックしており、脱原発で他
の国から高い電力を輸入するのでは」
というものでした。誰も高い電力料金
は歓迎していません。

スイスはEUの実質的一員

1815年ウィーン会議において、スイ
スが永世中立国として認められ、1874
年の憲法発布により、現在のスイス連
邦がほぼ確定しました。この中立を維
持するため、スイスは国連にもEUにも
加盟してきませんでした。しかし、冷
戦終結後、厳密な中立政策にも変化が
生じ、1986年5月の国民投票で国連加盟
が否決されたものの、1992年3月に下院
が国連加盟を決議し、その準備が実質
的に始まりました。結局、国連加盟に
ついては2002年3月の国民投票において
可決され、9月の国連総会でも全会一致
で承認され、190番目の加盟国となりま
した。

EUの加盟については、1992年5月に
加盟申請をしましたが、同年12月の国
民投票で、その前段となる欧州経済地
域（EEA）協定の批准が否決され、最
近では2001年3月のEU早期加盟の是非
を問う国民投票でも否決されました。
スイスはEUに加盟していなくてもEU

とはあらゆる分野で協力関係、影響し
合う関係にあり、スイスの立法もEU諸
国よりもEUらしく適応されているとス
イス関係者は胸を張ります。
中立国であることからスイスは、昔

から食料やエネルギーなどの自給に努
力している国として知られています。
しかし、第2次世界大戦後、国際社会が
石油化傾向に進み、さらに冷戦の終結
や国際社会のグローバル化などにより、
スイスのエネルギー自給率は低下しま
した。ちなみにエネルギー自給率は、
2001年で20.2％（日本でも20％、日本の
場合はこの内16％が原子力発電）、食料
は2000年に61％（日本は40％）を自給
しています。「サッカー場でポテトの栽
培をする時代ではなくなった」と原子
力課長も話していました。スイスの発
電分野では、水力発電が全体の60％を
占め、原子力発電は2002年の成績が良
く、39.5％に増加しました。火力発電
は3.7％（2001年）でした。

今後の原子力発電は

スイスの既存の原子力発電所は、運
転期間が50年、新しいものは60年運転
できると関係者が言います。原子力発
電所を閉鎖、「解体した後には、再度、

原子力発電所を建設した方がいいので
は」との問いに、原子力課長は「その
通りです。水力発電のダムの後にダム
を造ることは無理で、水量も増加して
いるわけではない」との返事でした。
さらに、「京都議定書に関してはスイス
は優等生ではなく、エネルギーの消費
は毎年2％ずつ増加している。エネルギ
ー政策の目標である0.5～3％の再生エ
ネルギーも達成されていない。このた
めに原子力発電所の熱効率を5～10％増
加させることで賄っている。エネルギ
ー消費増加のために新しい原発を建設
することは無理だろうし、その場合は
国民投票が必要となる」というお考え
でした。

国民投票の結果、原子力改正法が公布

スイスでは、1959年に原子力法を制
定しました。その後、20年前からその
改正に取りかかり、原子力法とエネル
ギー法の改正案が同時にできました。
政府としてもこの原子力法改正案を国

水力（流れ込み式）
25.3%

水力（ダム式）
34.9%

原子力
36.1%

火力
3.7%

スイスにおける電源別発電電力量の構成比（2001年）
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民投票にかける予定でしたが、反対派
はこの法案が原子力促進法だとして反
対し、国民投票にかけることができな
い状態でした。しかし、今回の国民投
票の結果を受けて、2003年3月21日に連
邦議会で可決されたこの改正法は、早
速5月27日に公布されました。
この原子力法の改正過程でスイス連

邦政府は、使用済燃料の再処理をフラ
ンス、英国との契約終了後すぐに停止
するなど、反対派への譲歩を盛り込み
ました。しかし連邦議会は、フランス、
英国との再処理役務終了後に「10年間
のモラトリアム」を行うことに変更し
ました。
そのような改正法でも、廃棄物の処

分については多くのルール変更を取り
付けることができました。最終処分場
の承認、建設、操業、閉鎖に関する決
定には、州に権限が与えられていまし
たが、改正法では連邦政府のみが許可
を発給する事が定められました。今ま
では原子力発電所について連邦政府に
その許可の権限があり、廃棄物処分場
は州に権限があったわけです。それは、
鉱山の採掘に関する権限が州にあった
ためで、廃棄物処分もその一環と考え
られていたからです。この様な権限の
分担のために、今までは連邦が進めて
いた処分場建設を、州が反対して頓挫
していました。また、スイスは国が小
さく、処分場の建設は隣国との外交上
の問題にも発展しかねないため、実際
にもそのようなことが生じ、この問題
は州に権限をおくよりは、外交上、連
邦政府に権限があった方がいいと判断
した結果の改正でした。
この原子力改正法については、公布

後100日以内に5万人の署名を集めれば、

法律の施行に関する国民投票
を行うこととなりますが、し
かし、今のところ、スイスの
グリーンピース、エネルギー
財団などの反対派は、改正案
に自分たちのいろいろな意見
を盛り込んでもらっているこ
と、今回の国民投票で2発案
が否決されたこともあって、
署名運動を行わない、100日以
内に5万人の署名は集まらな
いと見ています。「そのよう
な状況になったのにもびっく
りしている」と原子力課長が
話してくださいました。この
改正法は、国民投票が行われ
否決されない限り、2005年か
ら施行されます。

MOX燃料、再処理後のウラ
ンの利用

スイスでは、原子燃料のリサイクル
がわが国よりもはるかに日常的に行わ
れています。自国で消費した燃料が、
英国とフランスで再処理されることは、
日本と同じです。両国での再処理によ
り抽出されたプルトニウムは、スイス
の原子力発電所2基でプルトニウムとウ
ランの混合燃料（MOX燃料）として再
利用されています。それらの原子力発
電所用のMOX燃料は、英国のセラフィ
ールド工場とベルギーのデッセル工場
で製造しています。
ゲスゲン原子力発電所では、再処理

後に出てくる燃え残りのウランも再び
燃料として使っています。原子炉で燃
やされる前のウラン燃料は、3～4％程
度に濃縮されたものです。原子炉で4年
間にわたり燃やした後、再処理工場で

分離されたウランは、ウラン235の含有
率が1％程度以下になります。このウラ
ンをロシアに運び、シーメンス社の工
場で成形加工しています。シーメンス
社がそのロシアの工場を運営していま
す。
核分裂するウラン235が1％にまで減

っているものは、そのままでは燃料に
はなりませんので、ロシアの軍事用の
20％濃縮ウランと混ぜて4～5%の燃料
に加工し、スイスに運んでくる。それ
をゲスゲン発電所に装荷しています。
ゲスゲン発電所の昨年の燃料は、全て
この再処理後のウランを利用した燃料
か、MOX燃料でした。これら燃料の利
用について、国民の間には何の懸念も
ありません。日本のMOX燃料利用に対
する騒ぎは何なのでしょうか。

ゲスゲン原子力発電所の冷却塔に掲示された「安全、
気候保全、雇用のために－国民発案の原子力２発案
にノーを」のポスター
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多様な技術開発のための「常陽」マーク3が臨界

いんふぉ くりっぷ 

わが国政府の研究機関である核燃料サ
イクル開発機構・大洗工学センターで
は、高速実験炉「常陽」（茨城県大洗町）
の炉心の性能を向上するために、3年が
かりで高度化改造工事を進めてきまし
た。そして7月2日、試運転でマーク3
（MK-III）炉心での臨界を達成しました。
今後、10月末まで性能試験を行い、2004
年4月からMK-III炉心での本格的な運転
を開始します。

「常陽」は、わが国初のナトリウム冷
却型高速増殖炉（当時はMK- I炉心）と
して1977年4月に初臨界を達成して以来、
照射用炉心（MK- II）での運転を経て、
四半世紀にわたり、ナトリウム冷却型高
速炉の炉心及びプラントに係わるデータ
を取得してきました。その間、数々の試
験を行い、高速増殖炉（FBR）の研究開
発の柱としての役割を果してきました。
今までの積算運転時間は60,725時間、積
算熱出力量は5,061GWhに達し、ナトリ
ウム漏洩や燃料破損といったトラブルを
起こすこともなく、順調過ぎるほどの運
転を続けてきました。
これまでに製造されたプルトニウム・

ウラン混合燃料（MOX燃料）は、燃料
集合体の数で562体、プルトニウム量と
しては約1.5トン（金属プルトニウム換
算）に達しました。これら燃料の使用を
通して、MOX燃料が、高速炉において
より優れた特性を発揮できることが実証
されました。また、1984年9月には、「常
陽」からの使用済燃料を再処理して、プ
ルトニウムを回収し、新たなMOX燃料
として再度「常陽」の炉心に装荷して使
用し、小規模ながらFBRの核燃料サイク
ルを実現しました。これらの実績は、
MOX燃料の高い製造品質と、高速炉に
おける優れた照射信頼性、安定性を示す
ものと言うことができます。
なお、「常陽」の最初のMK- I炉心は、

プルトニウム増殖のための炉心として、

その増殖性能を確認しました。次のMK-

II炉心では、燃料、材料などを照射する
ために、ブランケット燃料（炉心の周り
に設けたプルトニウム生産用の燃料集合
体）をステンレスの反射体に交換し、プ
ルトニウム転換比が0.3程度（ブランケ
ット燃料がある場合は1.2程度）のプル
トニウム燃焼型の炉心で運転しました。
MK- I、MK- IIの試験を通して、高速炉
がプルトニウム燃料を柔軟に利用できる
ことを実証することができました。

以上のように、「常陽」は高速増殖原
型炉「もんじゅ」をはじめとするFBRサ
イクルの実用化のために、必要な燃料・
材料の照射試験を実施し、多くの照射デ
ータを取得してきました。さらにFBR実
用化に向けての「高速炉サイクルの実用
化戦略調査研究」が
新たに開始されたこ
とを受けて、燃料や
材料の開発、核融合
炉用の材料開発、国
内外の研究者、研究
機関の基礎基盤研究
のための多種多様な
照射ニーズに対応す
るために、高速中性
子照射試験炉として
の性能向上を図る
「高度化改造計画
（MK-III計画）」を進
めてきました。

MK- III計画では、
照射試験を効率よく
短期間で行なえるよ
う、最大高速中性子
束（中性子の密度）
を従来の約1 .3倍、
照射スペースを約2
倍とするために、炉
心の改造を行ないま
した。また、原子炉

の熱出力が1.4倍となるため、ナトリウ
ム冷却系の大規模な改造工事を実施しま
した。稼働率向上のために、燃料取扱設
備の遠隔自動化を図る改造や、多種多様
な燃料の照射試験が実施できるキャプセ
ル型照射装置の開発など、照射試験技術
の高度化にも取り組んでいます。
「常陽」は、FBRの燃料・材料の開発
に不可欠な高速中性子で照射試験を行う
ことができ、また、燃やした燃料を試験
するための照射後試験施設を隣接させて
いる、世界でも数少ない試験炉です。
MK-III計画による照射試験性能の向上に
より、FBRサイクル技術開発への寄与の
みならず、引き続き、国内外の関係者の
研究開発のために、広く開かれた照射炉
として活用されていくこととなります。

燃料交換機が取り付けられた「常陽」の炉上部
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開催期間が延長された国会も7月28日に閉
幕しました。今国会はイラクと北朝鮮問題に
始まり、それらの問題で終わったような感が
あります。戦後、核兵器などの大量破壊兵器
開発の問題が、これほどまでに国際社会の緊
迫した問題として議論の的となったことはあ
ったでしょうか。保有していても使用できな
い、しないとされてきた核兵器が、どこかで
使われてしまう可能性もあるという状況も表
れてきました。核兵器の使用は自らの足下を
揺るがす結果となることを認識すべきです。
最近、世界各地で猛暑や洪水などの異常気

象が起こっています。何が原因なのでしょう
か。地球温暖化もその原因かもしれません。
地球温暖化防止のための具体的な対応策を、

できるだけ早急に実施することが必要になっ
ているということかもしれません。
今夏、首都圏の電力が不足するかもしれな

いという状況になり、様々な方面から節電が
呼びかけられています。首都圏に電力を供給
していた原子力発電所が一時全て停止してい
ましたが、柏崎刈羽原子力発電所4、6、7号
機、福島第一発電所6号機が運転再開し、こ
れら4基で、企業や家庭の節電や緊急時調整
契約の協力の下に、通常の気象条件であれば
首都圏の電力需要に対応することができるよ
うです。しかし猛暑になれば電力需要は増し
ます。どのような時機であれ、常に節電に心
がけましょう。

編集後記

会　長

西　澤　潤　一 岩手県立大学学長

前東北大学総長

副会長

津　島　雄　二 衆議院議員

理　事（五十音順）

今　井　隆　吉 元国連ジュネーブ軍縮会議

大使

江　渡　聡　徳 前衆議院議員

大　島　理　森 衆議院議員

大　畠　章　宏 衆議院議員

木　村　太　郎 衆議院議員

後　藤　　　茂 元衆議院議員

田名部　匡　省 参議院議員

中　谷　　　元 衆議院議員

山　本　有　二 衆議院議員

渡　辺　　　周 衆議院議員
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